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午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第70号 令和６年度宮崎県一般会計補正

予算（第９号）

○議案第73号 令和６年度宮崎県国民健康保険

特別会計補正予算（第１号）

○議案第74号 令和６年度宮崎県母子父子寡婦

福祉資金特別会計補正予算（第

１号）

○議案第87号 令和６年度宮崎県立病院事業会

計補正予算（第２号）

○議案第90号 特定目的基金の終期を設定する

ことに伴う関係条例の整備に関

する条例

○議案第91号 宮崎県幼保連携型認定こども園

の設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例

○議案第103号 訴えの提起について

○その他報告事項

・新田原基地の井戸（専用水道）におけるＰＦ

ＡＳ（ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ）の暫定目標値

超過について

・令和６年度第２回県立病院事業点検プロジェ

クトチーム報告

出席委員（７人）

委 員 長 山 内 佳菜子

副 委 員 長 山 内 いっとく
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委 員 野 﨑 幸 士

委 員 齊 藤 了 介

委 員 井 本 英 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 医 監 兼
嶋 本 富 博

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
高 妻 克 明

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 佐々木 史 郎

県立日南病院長 原 誠一郎

県立日南病院事務局長 湯 地 正 仁

県立延岡病院長 山 口 哲 朗

県立延岡病院事務局長 吉 田 秀 樹

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 渡久山 武 志

福祉保健部次長
津 田 君 彦

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
市 成 典 文

（保健･医療担当）

こども政策局長 長 友 修 一

衛 生 技 監 椎 葉 茂 樹

部参事兼福祉保健課長 久 保 範 通

指導監査・援護課長 新 村 仁 志

医 療 政 策 課 長 徳 地 清 孝
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健 康 増 進 課 長 德 山 美 和

薬務感染症対策課長兼
吉 田 祐 典

薬 務 対 策 室 長
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こども政策課長 増 田 光 宏

こども家庭課長 奥 野 真 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 黒 田 真 紀

政策調査課主査 藤 原 諒 也

○山内委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。日程案につきましては御異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時１分再開

○山内委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本委員会に付託されました議案等について、

局長の概要説明を求めます。

○吉村病院局長 議案の説明に入ります前に、

お詫びを申し上げます。先月公表いたしました

とおり、酒気帯び運転の交通法令違反を犯しま

した職員について、２月17日付で懲戒免職とい

たしました。昨年10月29日付での処分に引き続

きまして、今年度２人目の懲戒免職者となりま

した。交通法令をはじめとする法令遵守につき

ましては、常日頃から指導しているところでは

ありますが、今回このような事案が発生しまし

て処分者が出たことは誠に遺憾であり、県民の

皆様の信頼を損ねることになったことに対しま

して、深くお詫びを申し上げます。

今後は、改めて、職員一人一人に対して服務

規律の保持及び綱紀粛正について、より一層の

徹底を図って再発防止に努めるとともに、県民

の皆様の信頼回復に努めてまいります。

それでは、御審議いただきます議案につきま

して御説明いたします。

それでは、厚生常任委員会資料の３ページに

あります目次を御覧ください。

１、予算議案の「令和６年度宮崎県立病院事

業会計補正予算（第２号）」の概要であります。

これは給与改定や物価高騰の影響による経営

環境の悪化に対応するため、緊急対策として一

般会計繰入金の増額補正を行うものであります。

次に、別資料となっておりますけれども、そ

の他報告事項として、「令和６年度第２回県立病

院事業点検プロジェクトチーム報告」でありま

す。各病院における経営改善に向けた取組の進

捗状況やさらなる経営改善の取組、収支計画の

見直し等について、プロジェクトチームからの

確認を12月と２月に２回受けましたので、点検

を受けた立場として結果について御報告させて

いただきます。

詳細につきましては次長から説明いたします

ので、よろしくお願いいたします。

○山内委員長 次に議案についての説明であり

ますが、議案とその他報告事項が密接に関連し

ていることから、円滑な審査を行うため、議案

とその他報告事項を一括して説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○高妻病院局次長 常任委員会資料の４ページ

でございます。補正予算（第２号）の概要でご

ざいます。

まず、四角の囲みの中ですが、給与改定や物

価高騰に対応するための緊急対策として、一般



- 3 -

令和７年３月６日(木)

会計繰入金12億円余を増額補正したいと考えて

います。

これは収益の増額でありまして、費用につい

ては補正していません。

内訳でございます。１、給与改定に伴う影響

額が４億2,000万円余、２、物価高騰に係る影響

額が７億8,000万円余です。

５ページでございます。補正額の計算方法で

ございます。

経営改善の取組の成果を反映しております収

支計画と実際の給与改定、物価高騰の費用の差

額を計上するという考え方でございます。

まず、１の給与改定部分につきましては、収

支計画で見込んでおりました給与改定率を令和

５年度の人事委員会勧告に基づく約１％─正

確には0.97％ですが─として見込んでいまし

た。これに対しまして、令和６年度の勧告では

給与改定率2.81％でしたので、この差に相当す

る額を計上したところです。

２の物価高騰部分です。材料費と経費は、診

療報酬では入院・外来収益等の一定割合で設定

されています。このため、収支計画では過去５

年間に生じた変動に耐えられるようにその率を

設定してきたところです。そういった中でござ

いますが、材料費につきましては、収支計画と

決算見込みとの比率の乖離分が３病院の加重平

均で2.06ポイント程度相当する６億7,000万円余

です。

それから、経費につきましては委託料などで

ございます。同じく収支計画と決算見込みの比

率の乖離分が３病院の加重平均で0.11ポイント

程度がございましたので、これに相当する3,000

万円余を計上しています。

それに加えまして、控除対象外消費税という

ものがございます。御存じのとおり、公的医療

費は非課税ですけれども、医療機関は、医療機

械、材料ともに課税仕入れをします。そういっ

た差額は、診療報酬上、入院基本料等で考慮さ

れることになっていますけれども、医療機器や

高額医薬品分の負担が大きいのが現状でござい

ます。

このため、材料費と経費の物価高騰分の消費

税10％に相当する7,000万円余を計上したところ

です。これらの合計額が７億8,000万円余となり

ます。

その下に、全国の状況との比較を載せていま

す。全国自治体病院協議会─全国で1,000有余

ございます自治体病院で構成されていますが、

こちらが行った調査の結果です。左の表の公立

病院の決算見込みのところを見ていただくと、

その全国の列のほうでございますが、一番上の

医業収益の伸び率─対前年度0.3％に対しまし

て、その下、医業費用の伸び率は対前年度5.2％

となっています。この差は大きいということで

す。そして、その下、医業利益の伸び率を見て

いただきますと、対前年度マイナス47.8％となっ

ています。

これに対しまして、その右の県立３病院の列

を御覧いただきますと、医業収益は全国より高

い伸びとなっております。また、その下の医業

費用は全国を上回っていますが、その差は小さ

いものとなっています。

その結果、その下の医業利益はマイナス21.7

％で、全国平均と比較すると抑えられていると

ころです。

右側には、病院規模別の医業収支比率を示し

ています。医業収支比率と申しますのは、医業

収益を医業費用で割った率でありまして、全国

の同規模病院と比較しても数値の悪化は低く抑

えられていることがお分かりいただけると思い
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ます。

議案に関する説明は以上でございます。

次に、その他報告事項「令和６年度第２回県

立病院事業点検プロジェクトチーム報告」につ

いてです。

報告書の３ページでございます。

これまでの経緯についてであります。９月30

日に決算分科会に対し報告を行いましたが、そ

の後12月11日に第２回の会議が開催されており

ます。ここでは今年度の決算見込みや経営改善

に向けた取組の進捗状況等について協議しまし

た。この会議の中で、経営改善の取組に対しま

しては一定の評価を得ることができました。そ

して、給与改定による人件費の増加や物価高騰

などに緊急的に対応する繰入金の増額について、

補正予算で要求するという方針になりました。

それと同時に、ＰＴのほうから、さらなる経営

改善に向けた取組を検討する必要があるとの見

解が示されました。このために、少し下に書い

てありますけれども、２月６日に第３回の会議

が開催されまして、さらなる経営改善の取組や

収支計画の見直し等について協議したところで

す。

なお、知事への報告につきましては１月14日、

１月20日、２月26日にＰＴが行っていますが、

予算編成やさらなる経営改善の取組について必

要な指示を受けたと伺っております。

４ページでございます。

このページから第２回会議の内容です。

まず、経営改善に向けた取組状況です。１の

収益の確保についてですけれども、診療報酬制

度への適切な対応として、外部コンサルタント

の指導を受けておりまして、今年度は合計で35

回実施する見込みです。

こうした取組や入院患者数の増加等によりま

して、今年度の入院・外来収益は前年度より12

億7,500万円、4.1％の増を見込んでいます。令

和６年の診療報酬改定の本体部分の改定率

が0.88％でございましたから、これを大きく上

回る改善でございます。

次に、２の費用の節減・見直しについてです。

医薬品等の共同購入や専門家を活用した価格交

渉、宮崎大学と連携した物流管理業務の活用な

どによりまして、費用の２億7,300万円の節減を

見込むことができております。

５ページでございます。

各病院の主な取組状況です。

まず、県立宮崎病院ではＩＭＲＴの導入や新

たな放射線科医１名の配置によりまして、今年

９月の治療開始に向けて準備を進めているとこ

ろです。

次に県立延岡病院では、昨年４月からハイブ

リッド手術室が本格稼働しておりまして、144件

の手術・検査を実施する見込みです。

また、外来化学療法室の拡充によりまして、

今年度は前年度を97件上回る3,526件の外来治療

を行う見込みです。

そして、県立日南病院では、昨年12月に病床

再編を行い、病床を削減しました。その結果、

病床利用率が58.8％から77.2％へと改善してい

ます。それぞれ昨年11月と今年１月の数字でご

ざいます。

６ページでございます。

第２回会議時点での今年度の決算見込みの対

前年度決算との比較でございます。

純損益は、対前年度８億9,000万円余を改善し

ていますが、33億8,000万円余の赤字を計上する

見込みです。

そのポイントはその下に３点挙げております。

１点目、旧県立宮崎病院の解体に伴う特別損失
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がなくなるということ。２点目、入院・外来の

収益は12億7,000万円余増加しているというこ

と。３点目、その一方で、給与改定や物価高騰

により、費用が対前年度25億5,000万円余増加し

ているということであります。

７ページでございます。

こちらは今年度の決算見込みと現行の収支計

画との比較です。

収支計画には、経営改善の取組効果が反映さ

れていますので、赤字の幅は少なくなります。

しかし、純損益は対収支計画で８億1,000万円余

悪化するという状況です。

８～11ページにかけましては、直近の患者数

や入院・外来単価、稼働病床利用率です。グラ

フの見方ですが、赤が令和６年度、青が令和５

年度、灰色が令和元年度です。

８ページでございます。

延入院患者数です。

病院事業全体というのを設けておりますが、

こちらのほうで４～12月にかけて前年度を8,487

人上回って推移しています。病院ごとの内訳、

増減理由は記載のとおりではありますが、入院

期間が長くなると患者数は増えて計上され、短

くなると減少します。ただ、このことは単価の

面では逆に作用することについて留意が必要だ

と考えています。

９ページでございます。

これは延外来患者数です。

病院事業全体では、前年度を69人上回ってい

ます。外来患者の増減の分析は非常に難しい面

がございます。例えば、県立宮崎病院では精神

科の減少が大きくなっていますけれども、これ

はコロナ禍よりも民間病院での受入れが回復し

ていることなどが考えられるところです。

また、県立延岡病院では、外来化学療法が増

加しているということ。それから、県立日南病

院では特定の診療科での医師不足等がございま

すので、診療ができないということも要因になっ

ているかと考えております。

10ページでございます。

今度は入院・外来の単価でございます。

県立宮崎病院では、高度な手術件数の増加に

よりまして、入院単価が3,596円増えております。

外来単価は外来化学療法の件数の増加によりま

して2,438円増加しています。

県立延岡病院では、平均在院日数が伸びてい

ることなどによりまして、入院単価は2,419円減

少しております。外来単価は、内科の単価増加

等によりまして810円増加しています。

県立日南病院では、入院単価はおおむね前年

並みでございますが、外来単価は泌尿器科等の

単価の増加等によりまして1,247円増加していま

す。

11ページでございます。

稼働病床利用率です。

病院事業全体を上に作っております。こちら

を見ていただきますと、おおむね前年を上回っ

て推移しているところです。12月のところ、数

字が大きく上がっています。これは後ほど説明

しますけれども、県立日南病院の改善が大きい

ということでございます。病院ごとに見てみま

すと、県立宮崎病院と県立延岡病院は前年度を

上回る水準で推移しております。県立日南病院

は先ほど申し上げたとおり、12月の病床再編に

より大きく改善したところでございます。

12ページでございます。

ここは第２回ＰＴ会議でのＰＴによる主な指

摘事項と病院局の対応方針を整理した部分です。

左側に指摘事項、右側に病院局の対応方針が書

いてあります。この中で下線を引いている部分
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を中心に説明をさせていただきます。

まず一番上でございますが、「これまでの経営

改善に向けた取組」につきましては、ＰＴは令

和６年度の決算見込みにおいて経営改善に向け

た取組が着実に実施されており、収入・費用の

両面で一定の改善効果があったことを確認して

います。

次に、「給与改定・物価高騰への対応」では、

ＰＴは、給与改定や物価高騰など、想定を超え

る規模で費用が増大していること、令和６年診

療報酬改定では、その費用の拡大を十分に報酬

で賄うことができないということを確認したと

ころであります。

次に、それに対しまして、病院局のほうでご

ざいますが、令和６年度補正予算と令和７年度

当初予算の繰入金において、想定を超える人件

費や材料費等の費用について、増額要求を行っ

たところになります。

同時に、「経営改善に向けた更なる取組の検討」

の欄でございますけれども、ＰＴからは、経営

改善に向けたさらなる取組を早急に検討し、実

行するよう指示を受けたところであります。

このため、その右に行きますが、病院局から

は、第３回の会議で具体的な内容を示すことと、

その際に収支計画の見直しを行うという回答を

行っております。

なお、２回目の会議後、知事への報告を行い

まして、知事からは経営改善に向けたさらなる

取組の早急な検討と収支計画の見直しがやはり

不可欠であるということでございました。その

上で、臨時的措置として、令和６年度補正予算

と令和７年度当初予算の編成過程において、特

別交付税や重点支援地方交付金を財源の裏づけ

として、繰出金を一定程度増額して措置すべき

との指示があったと聞いております。

13ページでございます。

ここからは第３回目の会議についてでありま

す。

まず、令和６年度決算見込みの対前年度決算

との比較であります。補正予算案に計上しまし

た一般会計繰入金が12億円余増加します。この

ため、純損益の赤字はその分圧縮されまして、21

億8,000万円余と見込んでいます。

繰入金以外は補正していませんので、先ほど

の説明と同じになります。説明は省略させてい

ただきます。

14ページでございます。

こちらは令和６年度の収支計画との比較でご

ざいます。

先ほど、補正前は８億1,000万円余の悪化と報

告いたしましたが、こちらに際しまして収益が12

億円余増加します。補正により、純損益は３

億9,000万円余の改善に転じるということであり

ます。

15ページでございます。

こちらがさらなる経営改善の取組についてで

あります。

まず、「収入の確保」についてであります。県

立宮崎病院において入院医療費の計算方法であ

りますＤＰＣ係数がより高い病院群─１つ上

のランクへの昇格を目指すことなどにより１

億500万円の増収を見込みます。

また、これは当初予算で計上しているもので

すけれども、抗がん薬の混合調整ロボットの導

入を予算案に計上しておりまして、それにより

薬剤師の業務負担の軽減を図ることができます。

その結果、病棟業務など、これまでできていな

い部分がありましたが、そういったところに手

当てができるようになります。それによって加

算の取得が見込めますので2,500万円の増収を見
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込んでいるところです。

さらに、県立延岡病院では稼働率が高く、さ

らに高い加算が得られる高度急性期病床を７床

増床し、一般病床を16床削減することによりま

して、３億1,000万円の増収を見込んでいます。

次に、「費用の削減・見直し」についてです。

まず、３病院の共通の取組として、臨床検査業

務の委託先の見直しにより、3,000万円の節減を

見込んでいます。臨床検査業務はほとんど内部

で行っていますけれども、ごく一部、どうして

も専用の機械や医薬品が必要なものがございま

して、そういった部分を外注をしているという

ことです。ここの外注先を変更することで削減

を見込みたいということであります。

次に、県立日南病院の取組として３点挙げて

おります。まず、２つ目の丸になっている部分

ですけれども、利用が減少しております放射線

治療装置─リニアックと申しますが、こちら

の稼働を停止させます。このことによって2,100

万円の節減を見込みます。

また、これに伴いまして、将来的な機器更新

費用─現在価格で5.6億円ほどの節減も見込め

るということでございます。

また、３つ目の丸でありますＮＩＣＵは、新

生児集中治療室、ＧＣＵ─新生児回復室の病

床を稼働状況に応じて適正化するということで

ございまして、6,300万円の節減を見込んでいま

す。

さらに、４つ目の丸の病床再編の効果を踏ま

えまして、さらなる病床再編の必要性について

検討してまいります。

16～18ページは、収支計画の見直しについて

であります。

まず、「収支計画について」でございますけれ

ども、収支計画は国のガイドラインに沿って作

成しておりまして、状況の変化などを踏まえて

必要な見直しを毎年行った上で議会へ報告する

ものです。

そのような中で、「当初計画の考え方」にもあ

りますが、昨年の経緯でございますけれども、

昨年の２月定例会で御審議いただき、当面の資

金繰りのために50億円を借り入れることになり

ました。その際、今後の経営改善の取組を反映

した収支計画を作成いたしまして、令和12年度

の純損益の黒字化、借入金の返済開始を目標と

してまいりました。

３つ目に「今回見直しの内容」とあります。

内容のポイントは４点ほどございます。

１つ目は、入院・外来の単価について最新の

動向を反映させておりまして、令和８年の診療

報酬改定におきましては、今の物価高の状況が

反映されるものと仮定いたしました。

２つ目は、給与費・材料費・経費について、

想定を超える給与改定・物価高騰が起こってお

りまして、この影響を考慮しまして算定方法を

見直しています。

３つ目です。先ほどのさらなる経営改善の取

組の効果額5.5億円を反映しています。

４つ目ですが、令和６年度２月補正予算と令

和７年度当初予算案における繰入金を反映して

います。

17ページ、現行の収支計画でございます。

収支計画の大きなポイントは先ほど来申し上

げておりますが、１点目は令和12年度の純損益

の黒字化、借入金の返済開始。２点目は中ほど

になってきますけれども、現金預金残高のプラ

スを維持していくことがポイントでございます。

18ページ、見直し版の収支計画です。

表の上からピンク色の吹き出しを見ていただ

くことになると思いますが、令和12年度のまず
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純損益のところを見ていただきますと、ここが

黒字化しています。それから下がっていただき

まして、中ほどのやや上になりますが、同じく

令和12年度の借入金返済開始という赤い吹き出

しが見えると思います。その下、今度は横に見

ていただきますが、現金預金残高をずっと見渡

していただきまして、プラスを維持しているこ

とが確認できようかと思います。こちらがプラ

ス維持をクリアされた収支計画になっていると

いうことであります。

19ページでございます。第３回の会議におけ

るＰＴの評価・指摘事項と、病院局の対応方針

です。

まず、「経営改善に向けた更なる取組と収支計

画の見直し」についてです。これまでの経営改

善の取組に加えまして、さらなる経営改善の取

組を含む収支計画について説明しまして、これ

については評価を受けました。ただ、同時に、

その着実な実施と的確な経営を強く指摘されて

おります。

これに対しまして、病院局からはさらなる改

善策の効果が十分に具現化するように、３病院

が一体となって取り組むことや、新たな収支計

画に掲げる令和12年度の純損益の黒字化、借入

金の返済開始を確実に達成できるよう、的確な

運営を行うと回答しています。

その次ですが、「抜本的対策の必要性」が論点

となっております。ここで３点指摘を受けてお

ります。

１点目ですけれども、収支計画は診療報酬改

定の動向に大きな影響を受けますので、繰入金

による対応にも限界があると、ＰＴからは大分

強く言われております。そのため、収益・費用

の両面から抜本的対策を講じる必要があるとい

うこと。

２点目です。採算性の高い医療分野の強化で

ありますとか、新たな施設基準の取得等により

収益を確保することを強化していくこと。それ

から、今後の人口減少等を十分考慮した病床数

の適正化、人員配置の見直し等に取り組むべき

であることを指摘されております。

３点目は、特に日南地区についてであります

けれども、これから患者数の減少に拍車がかか

ると想定されますので、ほかの公立病院との機

能分化や連携強化を本格的に検討せよというこ

とと、医療需要を踏まえたさらなる病院機能の

最適化・病棟再編等を検討すべきであるという

指摘を受けているところであります。

これに対しまして、病院局からは、経営効率

化に向けた不断の見直しを当然行ってまいりま

すということ。それから、特に県立日南病院に

ついては、他の公立病院との機能分化や連携強

化について検討することはもとより、昨年12月

の病棟再編の効果を踏まえながら、さらなる再

編の必要性について検討すると回答したところ

です。

なお、知事からは、収支計画の見直しについ

て一定の理解はするが、さらなる経営改善策を

確実に実施し、的確な運営を行うこと。また、

人口減少等により今後も厳しい経営環境が続く

ことが見込まれるため、さらなる経営効率化に

ついて不断の検討を行うべきとの指示をいただ

いたと伺っております。

最後に20～21ページです。

まず20ページ、国への要望状況であります。

これまでの要望の経緯を記載したものであり

ます。１回目の要望以降、９月17日に地方公共

団体の意見申出制度に基づき、毎年総務省から

出される書面に対応する形で総務大臣へ不採算

地区病院に係る特別交付税措置の単価の見直し
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でありますとか、公立病院の資金繰りに係る公

営企業債の創設等について要請いたしました。

これは宮崎県としての要請であります。

また、11月16日に全国知事会─知事が務め

ます地方税財政常任委員長としまして、総務副

大臣に対して直接、繰出金に対する地方財政措

置のさらなる拡充を要請したところです。

21ページに、これらに対し国からの対応が示

されたことを書いております。国の対応は３点

でございます。

１点目です。公立病院等に係る特別交付税の

再算定に向けた再調査を行うということで、現

在再調査が行われています。３月の交付税に反

映されると考えております。

２点目ですけれども、公営企業に対しまして

重点支援地方交付金を活用するよう地方団体へ

要請があったということ。

３点目です。新たな病院事業債の創設などを

含みます令和７年度地方財政計画を閣議決定し

ていただきました。そして、国会に提出され、

現在審議されているところです。衆議院を通過

した段階です。要望に対して、私どもとしては

しっかり対応していただいたと考えています。

最後になりますけれども、病院局としまして

は、県立病院が行う代替性のない医療を県民に

安定的に提供できるように、引き続き経営改善

に全力を尽くしますとともに、知事部局はもと

より、全国知事会、病院関係の団体などと連携

しまして、物価高騰等に対応した報酬改定であ

りますとか、地方財政措置の拡充について国に

強く求めてまいりたいと考えております。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

議案等について質疑はありませんか。

○齊藤委員 今回の一般質問を聞いていても、

昨年一年間様々な努力をされて改善に向けて動

かれているということは理解できました。今日、

説明を聞いていて思いましたのは、そもそも論

ですけれども、県立３病院についていろいろ分

析はされているのですが、県全体の医療機関、

例えば民間病院では県立病院と同様の状況が起

きているのですか。

○高妻病院局次長 担当としては福祉保健部の

話にはなるのですが、私どもが把握している範

囲で申し上げますと、我々と同じような高度急

性期や急性期を主に担う医療機関として、例え

ば宮崎大学、あるいは国立病院機構として都城

医療センター等がございます。こういったとこ

ろのお話を内々伺うところによりますと、かな

り厳しい経営状況だと伺っています。報道され

ている話ですが、特に国立病院機構については

関東、九州でも一部給与改善を行わなかったこ

とに対してストライキが起こっているというこ

ともございますので、そういった状況から本県

と変わらないような厳しい状況に置かれている

ということは分かっているつもりです。

○齊藤委員 例えば、エネルギーとか食料とか、

ありとあらゆるものが高騰しているのは体感と

してあるんです。今回説明の中で、県立病院が

使っている薬品や機器など、様々な物価が上がっ

ているからこういった状況になっているという

ことですけれども、具体的にどの辺が上がって

きているんですか。

○高妻病院局次長 全体的に上がっているのは

委員御指摘のとおりですが、特に顕著なのは、

高度な手術に使う診療材料─例えば血管の中

に入れて血管を広げていくステントという部材

がございますけれども、県立延岡病院では、今、

一番力を入れてやっていただいている部分なん

ですが、こういったものが非常に上がっている。

件数が増えると収益も上がりますが、それ以上
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に物価が上がると、我々の負担が増えるのが今

の実情でございます。

また、外来のがん治療もかなりやっています

が、抗がん薬、高度な医薬品、こういったもの

がかなり高価で、しかも上がっているところで

ございます。

その他、一般的に使う手袋でありますとか、

消耗品の類ですが、根底にはこういったものも

上がっているのがかなり効いています。そういっ

た部分が診療報酬でしっかり対応されていれば、

ここまではないと思うんですけれども、残念な

がら今はそういう状況にはないということでご

ざいます。

○井本委員 コロナ禍以前になかなか戻らない

原因はなんなのか不思議なんですけれども、国

も戻る見込みがないと考えているんでしょうか。

○高妻病院局次長 地域医療構想を掲げて、そ

こで医療の需要予測をいたします。そういうと

ころで見たときに、これから患者数なり医療需

要というものは10年間ぐらいで３割程度減って

いくだろうという見込みになっています。

特に、日南地区では人口が減り始めておりま

す。医療需要もピークに来ています。そして、

収益にかかる部分で申しますと、日南地区の医

療需要は数はある程度あるのかもしれませんが、

その中身がほぼ高齢者に対する医療になってお

ります。これまで急性期医療で提供してきた部

分と需要がかなり違っていて、医療機関の数は

ありますけれども、今の報酬制度では収益につ

ながらない構造もございます。患者の数につい

ては、これから減少していくと見込まざるを得

ないと思います。

○井本委員 今、県立日南病院の話が出ました

けれども、病棟再編ということですが、今度志

布志道路が完成すると大分減っていくんじゃな

いかなという気がするんです。将来的に廃止と

かそういうことも視野に入れなきゃいけないの

ではないかと思うんだけれども、その辺はどう

なんでしょうか。

○高妻病院局次長 今、私どもが考えているの

は地域の医療事情に合った医療を提供できるよ

うにするということであります。日南地区全体

で見渡したときに、それで果たして十分なのか

どうか、検討した上で我々も対応してまいりた

いと思っております。現在、廃止等も視野に入

れてというようなことは我々は考えておりませ

ん。

○井本委員 報告書15ページに「更なる改善計

画の取組」が書いてありますけれども、コンサ

ルタントか何かの指示でこのようになったんで

すか。

○高妻病院局次長 さらなる経営改善の取組、

効果額5.5億円の話でございますが、これは県立

３病院と病院局が一緒に検討した結果でござい

ます。コンサルタントのアドバイスが入ってい

る部分は機材をどうするかという部分で、放射

線治療装置の稼働停止は、補修の経費等を考え、

コンサルタントの提案を受けたところでござい

ます。

○井本委員 何て言ったらいいのか…。まさか

行き当たりばったりに改善計画を出しているの

ではないでしょうね。ある程度論理的に選んで、

決めて、経営改善計画を出しているということ

でしょうね。

○高妻病院局次長 今、一番収支の上で厳しく

なっているところ─県立日南病院の経営をか

なり見直ししていかなきゃいけないという認識

のもとに、費用の節減見直しの部分はつくらせ

ていただきました。

一方で、収益も増やしていかなければいけな
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いところがございまして、そこの部分で努力で

きる余地がまだあるのは県立延岡病院と県立宮

崎病院でございます。体制を整えてもう少し収

益を上げられるところについては、しっかり投

資もしながら、全体として収支の改善を図って

いきたいと考えています。

○井本委員 もう１つ聞きたいのですが、国の

対応は大体こんなものだなというところでしょ

うか。

○高妻病院局次長 これまでと今回の比較させ

ていただきますと、今年いただいた対応はかな

り異例の対応だと考えています。これまで物価

高騰があっても、公営企業にも直接重点支援地

方交付金を入れてくださいというような要請を

受けたことは明確にはありませんでした。それ

から、今まで予算計上しておりませんけれども、

国の二次補正が１月に通っておりますが、その

中で厚生労働省がかなり補正予算を組まれてい

まして、これから県で予算化していくことにな

ります。今回、そういった対応が入っています。

病院だけではないでしょうけれども、公定価

格で運営をしているところに対して十分な措置

をするというのは、今年度、政府も十分考えて

いただいたのかなと考えております。

○坂口委員 関連して、重点支援地方交付金が

前例になっていくのかどうかです。診療報酬に

よる公定価格で、経済の動きに合わせられない

数字があります。こういったものだと、特別交

付税を公営企業にも使っていいよじゃなくて、

出しなさいですよ。前例になるのかしっかり舵

を取っておかないと。物価変動で、アメリカが

くしゃみしたら本当に肺炎どころか重体になる

ような状況で、通常に行われる措置にしていか

ないといけないような気がするんですけれども、

どうですか。

○高妻病院局次長 明確な答えは、私は立場上

申し上げられませんけれども、これまでの経緯

は坂口委員がおっしゃった通りだと思っていま

す。公定価格で経営されているところに対して

支援は手厚く行う。これが重点支援地方交付金

であり、その前の臨時交付金もそうでした。こ

の観点で医療機関にそれぞれ補償してきたとい

うか、お金を出してきたのが現状です。これは

公立病院も同じでございました。

今回は、公営企業であることを特に意識され

た通知もございまして、そういったところが異

例の対応でございます。前例になるとは思いま

す。ただ、ずっとそのようになるかどうかは、

我々の働きかけも重要になってくると思います

ので、いろんなところと力を合わせてこれから

も国に強く訴えてまいりたいと思っています。

ただ、大前提としては、診療報酬であります

とか、あるいは政策医療・不採算医療に対する

国からの直接の支援とか、そういったところで

本来は賄われるべきものだと思っています。

○坂口委員 賄われればこんな措置はいらない。

これが石破首相の就任時の特別的な扱いでは意

味がないのです。これを制度化していくことを

求めるものが、知事会の要請、要望、意見書と

いうものです。これは本当に髪の毛を触るよう

な内容の意見書で駄目だと思うんです。抜本的

解決につながる意見書ではないということを知

事会はしっかり自覚して、実行に移す必要があ

る。なぜかと言いますと、報告書20ページの地

方交付税法第17条の４のところですけれども、

不採算地区病院における特別交付税措置の単価

見直しとあります。全国の全病院に対する特別

交付税についてどんな具合に総額が決まってい

くのか。

○高妻病院局次長 これは交付税制度の話でご
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ざいます。交付税額全体を100とした場合に６％

が特別交付税、残り94％が普通交付税だと思い

ます。その中で、まず交付税の枠が今年63兆円

で閣議に出ていると思いますけれども、この63

兆円の中の６％ということでございます。全体

の枠を上げることで６％も広がってはいきます

が、委員も御存じのとおり、かつて８％であっ

たものが６％になっているという経緯もござい

ますので、こういったところは知事会を通じて、

病院のみならず全国の自治体として声をそろえ

て言わなければならない部分だと考えています。

○坂口委員 それも駄目だと思うんです。４％

説も出ているんです。一旦４％説が具現化され

るようなギリギリの危険水域まで行ったことも

あるんです。そして言われたように、交付税総

額の６％というのが全体で決まっているんです。

大きい災害が起きて使ってしまったら、「いやい

や、もうお金はないから、事情は分かるけれど

も、ない袖は振れない」というのが実態です。

だから、単価を見直したから解決するなんて大

きなことをいうんだったら、特別交付税は積み

上げ方式じゃないと駄目です。そして総額が決

まらないと。金庫の中に何ぼあるから、早いも

ん勝ちというやり方なんです。

知事会は、この要望ではあまりにも情けない

です。総務省からこれを出してこいと言われた

ような要請です。うがった見方かもしれないけ

れども、これは騙してます。ここには、単価を

見直して、積み上げるから心配いらないと書い

てるんです。「ここで山火事がありました。大き

な大自然災害がありました。今頃病院が来たっ

てお金があるもんですか」、「欲しければ何ぼ残っ

てるから持って帰りなさい」というのが現実で

す。だから、普通交付税措置化していかないと

駄目です。特別交付税ではなくて、あくまでも

普通交付税で勝ち取らなきゃ、絵に描いた餅だっ

て、僕は思うんです。そこのところはいかがで

すか。

○高妻病院局次長 御指摘のとおりかと思いま

す。ただ、補足させていただきますと、大きな

災害があったときの特別交付税の在り方につい

ては、そのたびに政令が出されて、率が変更さ

れることがあります。大きな災害があったから

といって、ほかのルールの分が出ないというよ

うなことはございません。

ただ、確かに圧縮される部分はありますので、

そういったところの御指摘はそのとおりです。

普通交付税化につきましては、我々も単価の

見直しにあたって、特別交付税から普通交付税

へということをしております。

あと、普通交付税になると、総額は分かりま

すけれども、何に対していくら受け取るか、実

際受け取る側に立つと分からないわけです。で

すので、地方に交付される交付税総額を確保し

ていくことが重要になってきます。いろいろな

病院の事情、その他様々な財政事情を積み上げ

て、知事会としてしっかり要望できるように、

我々も病院としてその需要を総務部に伝えてま

いりたいと考えております。

○坂口委員 だから、利率の見直しというのも

あるけれども、今まで過去何回されましたか。

実際はなかなか厳しい壁です。制度としてはあ

るけれども、お金がないのが現実ですので、普

通交付税化すべきです。普通交付税化しても計

算のしようがないじゃないかと言われるけれど

も、そこで段階補正です。人口補正とか病院の

立地条件補正をやって、当初予算でちゃんと係

数が変わってくる。これはやれるものです。

何を要因として段階補正係数をかけていくか

ですけれども、実績があるわけです。今までの
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病院経営で宮崎はいつも厳しいとか、北海道の

この地域は厳しいという実績があるわけですか

ら、そこから係数を出していく。予測に基づく

係数ではなくて、経験に基づく係数を出せます

よね。

言うのは簡単だと思われるでしょうけれども、

そういう制度を勝ち取って初めて、知事会が要

求すべき地方のための正確な制度です。この要

望、請願、意見書という類は、これでは国の応

援部隊です。僕は駄目だと思います。騙されちゃ

駄目だと思います。

御指摘のことは真摯に受け止

め、我々が国に対して要望するときに、制度の

在り方とか、あるべき姿とか、そういったもの

をしっかり考えながら要望していきたいと思い

ます。おっしゃるように、普通交付税と特別交

付税の関係─個別の事情に合わせたものが特

別交付税であって、普遍的、一般的なものに対

して普通交付税を出す。その中で、団体の格差

があるものは、補正係数という掛け算、足し算

を使ってやっていく。その中で、地方のそれぞ

れの行政需要に対して、しっかり計算できてい

るかどうか。我々もしっかり根拠を持って国に

対して要望していく。それで、地方に対しての

配慮と言いましょうか、措置がしっかりされて

いく。

それと合わせて、先ほど次長からも言いまし

たように、公定価格である診療報酬制度が、民

間と公共、それぞれの病院全てを含んだ制度と

してどっしりとありますので、その中で賄えな

い部分とか、公立病院としての特性だったり、

地方自治体が持つからこその病院の状況も、ど

う反映させていくか、根拠を持って我々が検証

できるような形で、国に対しては、しっかりと

要望していきたいと思います。

○坂口委員 ぜひ、そこのところは強くお願い

します。間違っていれば駄目ですけれども、も

し間違っていなければ、ぜひ強く求めていただ

きたい。議会でも、敬意を表したいんだけれど

も、そういうのを解決したいということで衆議

院や参議院を目指す人もいそうですから、今後、

しっかり頼りにしながら、僕らも頑張っていき

たいと思います。

○山下委員 50億円の貸付けが令和６年度にあ

りました。キャッシュフロー関係を説明してい

ただきましたけれども、令和12年度から２億円

ずつの返済が始まります。その間の収支バラン

スを見たときに、令和12年から一挙に収支が上

がってきてくるんですが、50億円の投資をして、

５年間の猶予期間があって、もう少し数字が上

がってくるかなと思ったんです。因果関係を教

えてください。

○高妻病院局次長 まず50億円というものの性

格ですけれども、資金繰りの部分でございまし

て、資金繰りの要請を求める企業ですので、そ

れでバックを得るようなものではないという状

況がございます。知事部局に要求する際にも、

最低限の額で、一番合理的な額を出していただ

いたことになりますので、それによって何がし

かさらに改善するような大きなところまでは、

この額では達成できないと考えています。

企業債の返済にかなり波がありまして、ここ

をいかに平準化していくかが資金収支の面で非

常に重要な部分でございます。そういった部分

を少し長く借りられないか、この１年私もずっ

と研究していました。返済を分散することで、

支出を抑えていくというのが１つございます。

もう１つが、これまでも説明しておりますが、

病院事業会計のいわゆる３条収支です。こちら

のほうで、償却前の利益を確実に確保していく
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ことが非常に大事です。我々の赤字は、経営で

出た赤字もありますけれども、それ以上に収支

で出てくる赤字のほうが大きいんです。それが、

キャッシュフローが少なくなる原因でございま

すので、まず３条で赤字が出ないようにしっか

り経営をする。そして、４条の資金収支の部分

については、一般会計の支援も受けながらにな

りますが、資金調達と支払いのバランスを少し

ずつ整えていく作業をやっているところです。

令和12年度に目標を達成できるよう、しっか

り経営してまいりたいと考えています。

○山下委員 50億円を30か年で償還する計画で

す。先ほどもいろいろ説明がありましたけれど

も、県立３病院の経営計画を進める中で、どう

しても県立日南病院が引っかかってくるんです。

高速道路がつながり、日南市と宮崎市の移動時

間がかなり短縮していくと、医療がどんどん都

市部のほうに移ってくると思うんです。都城市

も都城志布志道路がつながってくると、都城市

郡医師会病院の役割がかなりの比重を占めて、

責任が重くなってきています。

人口動態が様々な形で変わってくると思うん

です。この償還計画の30年間に、かなりの勢い

で人口が減少する。皆さんが経営改善をどんど

ん進めても、追いついていけないような気がす

るんです。大事な50億円を投資して、長期計画

の見直しを一歩ずつ進めようとされていますが、

大なたを振るっていかないと、再度貸付けをし

ないといけないような事態に陥る気がするんで

す。その辺の見通しを、しっかり持っていって

いただきたいと思います。

県立日南病院のベッド52床を削減するにあ

たって、日南市、串間市とも、いろいろな協議

をされたと思うんですが、人口減少を抱える地

方として、県立日南病院に対する期待─これ

だけはちゃんとやってくれよとか、どういう議

論があるのでしょうか。

○高妻病院局次長 私のほうで、両方の市役所

を回りまして、市長、副市長と面談させていた

だきましたので、そのときのお話を少しさせて

いただきます。

そのとき、私から申し上げたのは、これから

の日南地区の人口動態をしっかり示した上で、

県立日南病院が担わなければいけない部分は、

救急や急性期であると。一方で、急性期を終え

た方々を戻す場所がなかなかないのが、今、我

々の苦労でございまして、その部分について、

ほかの公立病院でも配慮していただければとい

う話をさせていただきました。それぞれの経営

状況がある中で、救急もやりつつ、回復期もや

るというところもありまして、難しいところは

あるんですけれども、大筋では理解は得られた

と思っています。

ただ、現実的に何床ずつ病床を分担するのか

となると、次の地域医療構想であるとか、そう

いったところをしっかり踏まえた上で、対応し

ていかなければいけないと思っています。日南

地区の医療資源は非常に細る一方で、このまま

分散していてもなかなか難しいことがあるのは

確かですから、県立日南病院でやること、串間

市民病院でやっていただくこと、日南市立中部

病院でやっていただくこと、ここをしっかりす

み分けしていく必要があると考えています。

○山下委員 県立日南病院は、52床削減されま

したが、どういうところがどれだけ収支改善さ

れるのか、説明していただきたい。

○高妻病院局次長 まず、病棟を１つ閉鎖して

おります。病棟には看護師を配置しております

ので、そこに配置されていた看護師が、少し時

間をかけてにはなりますけれども、ほかの病院
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に異動していくことになると思います。県立日

南病院内に人員を配置しきれないことで、でき

ていなかった医療もございますので、そういっ

た部分への配慮を行いつつ、徐々に数の調整を

図っていくということになります。そのため、

県立日南病院の人件費の負担が一番大きく変

わっていく部分でございます。

それに加えて、病棟１つ分の材料費、委託料、

電気料、こういったものが削減されていくと考

えます。

○坂口委員 病院経営とか将来の県医療の在り

方から詰めていくと、もともと何のための医療

なのか、病院なのか。串間市、日南市の人口減

少対策をどう支えていくのかとか、将来の出生

数の確保にどう寄与していくのか、またどうい

う責任を担わされるのかといったときに、経営

面だけからの病院の在り方も大変大切ですけれ

ども、それ以前に、串間市、日南市の将来のま

ちづくりや計画に対し、何のための病院なのか

と、不足するものは補ってあげる、必要なもの

はしっかり提供していく。

でないと、本当に部分的に触って経営赤字を

なくそう、なくそうとなる。それが公立病院の

役割かというと、少し違う気がするんです。だ

から、県として、政策的に、あそこの病院を残

していくんだ、本当に残さなくてもいいのかと。

高速道路ができたから宮崎市が近いじゃないか

といったって、車を運転して病院に行けるなん

て、回復期の人たちです。入院せざるを得ない

人たち、あるいは嫁いでいってそこで赤ちゃん

産まざるを得ないとか、何とかしてほしいとい

う人たちのためにどう公的な役割を果たしてい

くのか。

何日か前に「クローズアップ現代」でもやっ

ていたんですけれども、病院内に宿泊施設を造っ

てでもそういう責任を果たしていこうと。これ

が公的病院の責任としての大前提だと思うんで

す。病院経営面のための経営改善と、同時に担

わなければいけない公的責任をセットでやって

いかないと─将来の日南市、串間市と具体的

に出したら申し訳ないけれども─まちづくり

を間違うと思うんです。潰してしまうと思うん

です。そこは忘れちゃいかん。だから公立病院

が必要なんです。そうでなければ、儲かるとこ

ろで儲かる病院を経営して、民間に任せとけば

いいですよ。「赤字だから、あとは見れないよ」

と、それじゃいけないから、こういうのがある

んだと僕は思うんです。だから、大所高所から

の役割─本来果たすべき役割を見ながら、そ

の中でいかに経営面で財政に貢献していくかと、

２階建ての上からいかないと。だから、今、高

速道路が開通したけれども、それは救急車の駆

け込み時間の短縮です。通常の治療を受ける人

たちが、串間から県立宮崎病院まで毎日行けま

すか。車に乗れない患者はどうするんですか。

そこも考えておかないと、僕は間違うと思うん

です。これは答弁のしようがないでしょうけれ

ども、そこは前提においていただきたい。

○山内副委員長 今、廃止の話や役割の話が出

たところですけれども、公立病院は民間では対

応できないような難しい医療、高度急性期医療

を担っていたり、僻地とか病院がないところで

役割を担っていると思うんです。その中で、県

立日南病院はＮＩＣＵとか高度なものを減らし

てきているのかなと思ったんです。来院は高齢

者が多いということで、民間ができるようなこ

とを県立日南病院が担っているのであれば、民

間圧迫になるだろうし、串間市民病院と日南市

立中部病院─市立病院との連携ということで

すけれども、ずるずると行くと、公立の３病院
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ともやっていけなくなってしまいます。

県立病院維持のために患者を全部とってしま

うと、周りが駄目になって、県立病院しかあり

ませんとなってしまうし、過渡期なのかなと思

うんです。 どのように地域づくりを行うのか

という話が出ましたけれども、30年間の返済計

画の中で、そこが考えられているのでしょうか。

民間病院の見通し、役割もどんどん変わってく

るし、赤字が出てもやらなきゃいけない部分も

あるかもしれないし、そこら辺の見通しを教え

てもらいたいと思います。

○高妻病院局次長 先ほど来、地域医療構想の

話をさせていただいています。今、国が新しい

地域医療構想のガイドラインの作成に入ろうと

しており、令和７年度につくられると思うんで

す。福祉保健部の所管になりますけれどもそれ

に基づいて、我々の地域医療構想がつくられ、

医療計画が立てられ、その中で役割を担うのが

県立病院になろうかと思っています。その上位

規程というのは、よくよく踏まえていく必要が

あると考えております。

国の議論として伝え聞いておりますのは、医

療と介護をいかに連携させるかがこれからのす

ごく大きなテーマで、医療需要が一番増えてい

く層は85歳以上だと言われています。ここにしっ

かり対応していくようにやっていかなければい

けない。その中で県立病院がどこを担うかだと

思います。特に県内では、県立日南病院が最前

線に立って、新しい形を目指していかなければ

いけないと思いますので、全体のモデルになれ

るように、県立日南病院も地域医療構想を踏ま

えて、しっかりと計画を立てて取り組んでいき

たいと考えています。

いかに地域の高齢者の医療需要に合わせてい

くか、その中で救急など、しっかりと担ってい

くにはどうすればいいのかがテーマかと思いま

す。

○野﨑委員 「更なる経営改善の取組」は報告

書15ページにありますけれども、県立日南病院

の新生児集中治療室とか、新生児回復室の一部

を休床というのは、ほかのところにどこか当て

があって休床すると思うんですが、そういった

ことでいいんですか。

○高妻病院局次長 この休床についてですが、

地域の出生数自体が非常に減っておりまして、

普通分娩に関しては今までどおり、周産期セン

ターも機能させて、数を減らしたりはしません。

2,500グラム以下で生まれる未熟児の需要が非

常に少なくなっているということでございまし

て、あくまで実態に合わせてやるだけでありま

す。これでも、ここ１～２年の最大利用月に対

応できる数なんです。極端に減っている状況に

合わせるということですので、縮小することに

よってほかに影響があるようなことはないと考

えています。

○野﨑委員 勘違いしていました。ほかの病院

がここの受皿になるので、減らしてもいいとい

う全然違う話かと思っていました。

僕は何を言いたいかというと、市立病院も県

立病院もあるし、民間病院もある。大体同じよ

うな経営状況なのかなと思いますけれども、同

じような病棟やブースがあったりして、競争を

目指すのか、共存共栄を目指すのかという極論

になると思うんですが、既存の病院がやり取り

して共存共栄しようと、将来そういう姿になる

のかなと思います。なぜかというと、病院は国

が進める地域包括ケアシステムの一翼を担う場

所だからです。先ほど介護の話もありましたけ

れども、病院と介護と自宅の三角関係をしっか

り守る役割があります。なかなか難しいところ
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があると思うんですが、ほかの病院等にも同じ

ようなものがあれば、すみ分けるとか、もちろ

ん人口も減っていますから、協議を頻繁に行っ

て、実情を共有して解決策を見つけていかない

と、「俺が俺が」ではいけないと思っているんで

す。共存共栄をしながら地域医療を目指すとこ

ろに来ているのかなと思います。

先ほど坂口委員も言われましたけれども、高

速道路ができて、いくらよそに行けるようなイ

ンフラが整備されても、生まれ育ったところで

しっかり医療が受けられるのが地域医療ですか

ら、そういった意味でも、県立病院がしっかり

音頭を取って、ほかの公立病院と民間病院と協

議していただければと思っております。

○坂口委員 全国で今、分娩空白地帯というの

は大きい問題になっていますよね。分娩空白地

帯についても、民間が病床を持っているからと

いって大丈夫なのかとか、そういったものを長

期的に考えていただきたい。分娩費用を50万円

くらいもらっても倍くらいかかるといいますよ

ね。だから、民間病院ではできなくなるときが

来る可能性って高いんです。将来20年後に串間

市は、出生者数、人口をどのくらいで見ている

とか、そういったものと連携しながらやってい

かなければいけないと思うんです。病院がなかっ

たがために、一生懸命、人口減少対策をやった

自治体に若者が来なくなったとか、怖くて妊娠

もできないとかないようにしないといけない。

そこが公的役割を持つ公立病院の果たすべき、

そして絶対守らなきゃならないところだと言い

たいんです。

ただ、僕らは経営改善をどうやっていくかと

か、一般会計からの持ち出しをいかに少なくし

ていくかに集中しているけれども、大所高所を

忘れちゃ駄目ですよと言いたいんです。

○嶋本県立宮崎病院長 宮崎病院長ではなく、

産婦人科医として申し上げたいんですけれども、

現在、県南地区でお産できる施設は、民間も合

わせて県立日南病院だけです。ですから、県立

日南病院は分娩に関しては最後の砦になってお

ります。

御存じかと思いますけれども、えびの、小林

地区は既になくなっている。先日も出生数約70

万人とか数字が出ましたけれども、結局人口層

として一番少ないのはゼロ歳なんです。分娩数

が一番人口減少の影響を受けていて、それによっ

て、全国で出産できない地域が増えているので、

日南地区に関しても、県立日南病院がもし撤退

すると、あの地区ではお産ができないというこ

とが起こると思います。

特に分娩は非常に人件費がかかるんです。で

すから、ある程度分娩数が減ってしまうと、正

直、経営はできなくなります。経営ができなく

なるから撤退するのか、ほかの方策をとるのか、

あるいは市町村または医療圏で維持するかどう

かは県だけではなく、市町村も考えていかなけ

ればいけない問題だと思います。

○齊藤委員 報告書10ページ、１日平均入院単

価のところで、県立延岡病院だけが2,419円減に

なっているんです。理由が平均在院日数の延伸

ということですが、報告書８ページの延入院患

者数を見ると、県立延岡病院はプラス8,650人と

一番増やしているのに、単価が下がっているの

は、どう理解したらいいんですか。

○山口県立延岡病院長 入院の単価に一番影響

するのは手術件数で、それが一時期に減少した

ということがあります。

○齊藤委員 件数が増えると単価が下がるとい

うことですか。

○山口県立延岡病院長 １つは、高い点数の手
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術が減ると単価が下がるということです。あと

は、ＤＰＣ包括評価制度ですので、在院日数が

伸びて入院期間Ⅱを超えてくると平均よりも下

がりますから、単価が下がってくるということ

があります。

○齊藤委員 入院患者数は約9,000人増えている

じゃないですか。

○山口県立延岡病院長 入院患者の高度な手術

の件数がまだ十分増えていないということです。

結局、診療報酬の高い手術が増えていないとい

うことと、在院日数が伸びることで、ＤＰＣの

入院期間Ⅱを超える分、がくっと診療報酬が下

がっていきますので、その分がある。

背景には県北地区に受入先の病院がなかなか

ない。県立延岡病院としては１～２週間─入

院期間Ⅱで転院なり退院していただきたいとこ

ろが、なかなか受入先がなくて伸びていく。高

齢者が増えてくるとそうなってきます。そういっ

た意味で手術の単価分と在院日数が伸びている

分が影響しています。

○齊藤委員 あと、外来単価の伸びがほかの２

病院と比べて低いのはなぜですか。

○山口県立延岡病院長 外来については細かく

は見れていないんですけれども、抗がん剤を使っ

た化学療法等は増えるには増えているんですが、

経過を診るような患者が多くなると単価は下が

ります。だから、紹介を受けていろいろ検査す

る患者だけが増えればいいんですけれども、継

続的に診ていかないといけない患者が増えてく

ると、検査回数とか治療の程度も減りますので、

単価としては下がってきます。

背景には、県北地区は医師の少数地域ですの

で、診療科によっては、なかなか受けていただ

けないことがあります。例えば、血液内科、呼

吸器、循環器などは、なかなか受けていただけ

るところが少ないので、あまり治療がなくても

当院で診る患者が増えてくると、単価自体は下

がってきます。

○井本委員 県立宮崎病院のほうが、私は不思

議なんです。コロナ禍前に比べて、上がってい

るじゃないですか。だから、よほど救急医療の

患者が多くなったのかなと推測するんだけれど

も、その辺どうなんですか。

○嶋本県立宮崎病院長 単価という意味でしょ

うか。

○井本委員 単価です。

○嶋本県立宮崎病院長 診療報酬単価は少しず

つ上がり続けているんです。しかも、特に入院

は加算がついてきますから、インフレに追いつ

いていなくても徐々に上がってきている。そし

て加算がつくことで自然増になるので、前年度

から上がった部分での比較は難しいと思います。

それ以外に病院として単価が高いのは、県立延

岡病院と同じで、救急患者や、難易度の高い手

術を受ければ上がってきますので、その結果だ

と思います。

また、外来の場合、どうしても材料費や薬剤

費の影響がかなり大きいんです。結局、基本は

診察料と加算、材料費なんですけれども、加算

に関しては生活習慣指導加算とかいろいろ加算

項目があるんですが、公立病院はそういうのも

対象外なんです。ですから、外来で単価が高い

場合は、どちらかというと薬剤費がたくさんか

かっている部分も多分にあると思います。県立

延岡病院も化学療法をこれから行っていくと、

どんどん上がっていくかもしれないけれども、

それがそのまま収益につながるかは別の話だと

思います。十分な説明になっていないかもしれ

ませんが、そういう事情があります。

○高妻病院局次長 補足でございます。先ほど
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入院患者数の話とリンクさせて、齊藤委員が御

質問されたと思うんですけれども、先ほどの入

院の期間が長くなるということは、１日あたり

の入院患者の数は増えることになりますので、

そこと収益とは逆に作用する面があると申し上

げたのは、そういうことでございます。

○山内委員長 最後に、その他で何かありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時21分休憩

午前11時27分再開

○山内委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

本委員会に付託されました議案等について、

部長の概要説明を求めます。

○渡久山福祉保健部長 本日は、２月補正関連

の議案について、御説明申し上げます。

常任委員会資料の２ページをお開きください。

目次になっております。

本日説明いたします議案等は、まず予算議案

が３件ございます。議案第70号が一般会計、そ

のほか議案第73号が国民健康保険特別会計、議

案第74号が母子父子寡婦福祉資金の特別会計に

なります。

特別議案が３件ございます。議案第90号、議

案第91号が条例関係で２件ございます。議案

第103号として、訴えの提起についての議案がご

ざいます。

３番目に、その他報告事項といたしまして、

新田原基地の井戸（専用水道）におけますＰＦ

ＡＳの暫定目標値超過について、御説明申し上

げます。

次に、３ページにお移りください。予算議案

のアウトラインを御説明申し上げます。

まず、議案第70号の一般会計の補正でござい

ます。この表の上から３列目になります。一般

会計、少し色付けしてあります。左から３列目

の補正額、21億9,409万6,000円の減額補正をお

願いいたしております。これは執行残等に伴う

ものでございます。詳細は、また後ほど各課長

が説明申し上げます。

下のほう、特別会計がございます。国民健康

保険課の国民健康保険の特別会計が、59億392

万1,000円の増額補正でございます。これは、当

初よりも保険給付費が増加したことに伴う補正

でございます。

こども家庭課の母子父子寡婦福祉資金特別会

計の増額補正が、845万6,000円でございます。

これは、繰越金の確定に伴うものでございます。

これらを合わせまして、福祉保健部の今回の

補正額は、この表の一番上の欄にございますよ

うに、37億1,828万1,000円の増額となり、この

結果、補正後の予算総額は、この一番上の欄の

右から３列目、2,397億9,783万7,000円となりま

す。

４ページが、議案第70号の一般会計補正に関

連する繰越明許費の追加でございます。

４～５ページにかけまして、今回追加をお願

いいたします20の事業について、列記いたして

おります。

５ページの下のほうに、事業費の合計が書い

てございます。33億6,606万5,000円の繰越明許

の追加をお願いいたします。

私からの説明は以上でございまして、詳細は

各課長から、それぞれ御説明を申し上げます。
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○山内委員長 次に、予算議案についての説明

を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○久保福祉保健課長 資料の４ページを御覧く

ださい。

私から、繰越明許費の補正について御説明い

たします。

福祉保健部が今回追加でお願いする繰越明許

補正費は、20事業、33億6,606万5,000円の繰越

しをお願いするものでございます。

主なものについて御説明いたします。まず、

上から３つ目にあります「医療・福祉分野にお

ける物価高騰対策緊急支援事業」であります。

これは、国の補正予算を財源として実施するも

のですが、事業期間に不足が生じるために、繰

越しするものでございます。５つ下までの事業

についても、同様の理由となっております。

続いて、下から２つ目、「福祉介護人材確保・

職場環境改善等事業」であります。これも、国

の補正予算を財源として実施するものですが、

事業期間に不足が生じるために、繰越しするも

のであり、１つ下の事業についても同様の理由

となります。

次に、５ページを御覧ください。上から２つ

目、「介護施設等防災・減災対策強化事業」であ

りますが、これは国の交付決定時期に伴いまし

て、事業期間に不足が生じるために、繰越しす

るものでございます。

最後に、下から２つ目、「地域密着型サービス

施設等整備事業」でありますが、これは、人件

費や資材の高騰などにより、入札が不調となり、

工期が不足するもの等であります。

繰越明許費については以上でございます。

続きまして、福祉保健課の補正予算について

御説明させていただきます。

資料の６ページを御覧ください。

福祉保健課の補正予算額は、左から３列目の

補正額の欄、１行目にありますとおり、５億5,711

万9,000円の増額補正であります。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄、１行目にありますとおり、152

億8,476万6,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

７ページを御覧ください。

まず、上から２つ目の（事項）社会福祉総務

費4,985万9,000円の増額補正であります。主な

ものは、説明及び事業名欄３の「介護福祉士等

養成・確保特別対策事業」5,020万5,000円の増

額補正であります。詳細につきましては、後ほ

ど説明いたします。

次に、１つ下の（事項）社会福祉事業指導

費4,853万円の減額補正であります。これは、法

に基づき社会福祉施設等の職員を対象に、退職

手当を支給します福祉医療機構に対しまして、

県がその経費の一部を補助しておりますが、国

が示す基準単価や対象職員数が確定したことに

よるものでございます。

次に、１つ下の（事項）地域福祉対策事業費946

万8,000円の減額補正であります。これは、認知

症高齢者などのうち、判断能力が不十分な方へ

の福祉サービス利用手続の援助や、金銭管理サ

ービス等を行う事業の利用者数が、当初の見込

み数を下回ったためであります。

次に、２つ下の（事項）民生委員費458万7,000

円の減額補正であります。これは、民生委員委

嘱者の最終見込数が、当初見込み数を下回った

ためであります。

次に、その下の（事項）生活福祉資金貸付事
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業費194万8,000円の減額補正であります。これ

は、県社会福祉協議会が実施しております、低

所得世帯等に対する生活福祉資金貸付事業に要

する事務費が見込みを下回ったためであります。

次に、その３つ下の（事項）生活困窮者支援

事業費330万8,000円の減額補正であります。主

なものは、説明及び事業名欄１の生活困窮者自

立相談支援事業461万5,000円の減額補正ですが、

これは、郡部福祉事務所に配置している自立相

談支援員に要する経費が見込みを下回ったこと

等によるものであります。

同じ欄の３にあります「医療・福祉分野にお

ける物価高騰対策緊急支援事業」132万円の増額

補正につきましては、後ほど説明いたします。

８ページを御覧ください。１番上の（事項）

県立施設維持管理費１億8,987万4,000円の減額

補正であります。主なものは、説明及び事業名

欄１の県立施設の補修費等２億1,851万円の減額

補正ですが、これは、所管する県立施設におけ

る改修工事に係る費用について、入札残等が生

じたことによるものであります。

２の新規事業につきましては、後ほど説明い

たします。

次に、その下の（事項）自殺対策費959万円の

減額補正であります。これは主なものとしまし

て、自殺予防相談電話等に係る委託費のほか、

国の交付金を県を経由して市町村に交付する地

域自殺対策強化交付金における執行残などであ

ります。

次に、その５つ下の（事項）扶助費３億7,464

万7,000円の減額補正であります。これは生活保

護に要する各種扶助費の年間執行見込みが当初

の見込みを下回ったことによるものであります。

次に、その下の（事項）災害救助事業費89

万1,000円の減額補正であります。説明及び事業

名欄１の災害援護資金貸付金1,510万8,000円の

増額補正ですけれども、これは令和６年台風第10

号により被災し、負傷また住居、家財に被害を

受けた者に対して貸付けを行うものですが、こ

れは宮崎市が行っておりますので、宮崎市に原

資を貸し付けるものであります。

次に、２の災害弔慰金250万円の増額補正です

が、これは令和６年10月の大雨により死亡した

方の遺族に対して災害弔慰金を支給する費用の

一部を補助するものでありまして、これは日南

市と延岡市に補助するものであります。

最後に３の令和６年能登半島地震被災地派遣

費用負担金1,849万9,000円の減額補正ですが、

これは派遣に要した費用が当初の見込みを下

回ったことによる執行残であります。

９ページを御覧ください。

下から２つ目の（事項）医務諸費416万円の減

額補正であります。これは、福祉保健課内の公

用車更新に要する経費の執行残や、マイナンバ

ー情報連携事業における委託費等の執行残であ

ります。

最後に、その下の（事項）県立病院管理費12

億396万9,000円の増額補正であります。詳細に

ついては後ほど説明いたします。

続きまして、増額補正に係る事業について説

明いたします。

10ページを御覧ください。

「介護福祉士等養成・確保特別対策事業」に

ついて説明いたします。

まず、予算額としまして、ページの右上にあ

りますとおり、5,020万5,000円であり、財源は

国庫支出金及び一般財源であります。

事業の目的としましては、介護福祉士修学資

金等の貸付けに必要な原資を補助しまして、福

祉・介護分野における専門職の養成施設で学ぶ
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学生や、再就職・他業種からの参入を行う者等

に対する貸付事業を実施するというものです。

福祉分野における人材確保を図るものでござい

ます。

（１）事業内容につきましては、貸付事業の

実施主体である県社会福祉協議会に対して補助

を行うものであり、負担割合は国が10分の９、

県が10分の１となっております。

（２）事業の仕組みとしましては、県が国か

らの補助金を受け入れ、県負担分を加算して県

社会福祉協議会に対して補助を行い、県社会福

祉協議会が学生等に貸付けを行うものでありま

す。

先般、国の令和６年度補正予算の成立等に伴

いまして、国から内示がありましたので補正を

行うものであります。

本補助金の原資とする貸付事業は、資料左下

のとおりになりますが、例えばその右側にあり

ますように、介護福祉士修学資金貸付の場合、

介護福祉士養成施設に修学する学生が、ア～エ

にあるような貸付けを受けることができ、卒業

後、国家試験に合格して介護福祉士の資格登録

を行い、福祉介護の仕事に継続して５年就業す

ることにより、返済が免除されることとなって

おります。

事業期間は令和６年度になります。

11ページを御覧ください。

「医療・福祉分野における物価高騰対策緊急

支援事業」です。この事業は福祉保健課以下、

福祉保健部内の８課で予算計上しているもので

あり、私から一括して説明させていただきます。

まず、予算額は16億447万4,000円であり、財

源は全額国庫支出金です。

事業の目的としましては、光熱費やガソリン

代等の高騰の影響を受ける医療機関や社会福祉

施設等に支援金を支給することにより、事業者

の負担軽減を図るものであります。（１）事業内

容としては、①医療機関や社会福祉施設等に対

する支援金として、病床や施設数、定員等に応

じて定額を支給する支援金が15億8,663万6,000

円で、対象施設ごとの予算額につきましては記

載のとおりであります。

次に②として支給事務の委託に1,647万3,000

円、最後に③封筒代等の事務費に136万5,000円

としております。

（２）事業の仕組みとしましては、①は県か

ら医療機関や社会福祉施設等に支援金を支給し、

②はその支給事務の一部を業務委託するもので

あります。③は県が直接実施するものでありま

す。

最後に事業期間は令和６年度でありますが、

一部については支給事務を年度内に完了するこ

とが困難であるため、明許繰越しをさせていた

だくものであります。

12ページを御覧ください。

新規事業「要配慮者避難生活環境改善事業」

であります。予算額は2,863万6,000円であり、

財源は国庫支出金及び一般財源であります。

事業の目的としましては、福祉避難所での避

難生活に必要な資機材を整備することにより、

災害時における要配慮者の避難所における生活

環境改善を図り、災害関連死のリスクを減らす

ことであります。

（１）の事業内容ですが、福祉避難所である

県有施設、あるいは今後福祉避難所となる予定

の県有施設の環境整備として、特別支援学校に

福祉避難所としての運用に必要な段ボールベッ

ド、パーテーション、ユニバーサルトイレ等を

備蓄するものであります。

（２）事業の仕組みとしては県が直接実施す
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るものであります。本来、避難所の指定や運営

については市町村が所管するものではあります

が、県有施設については施設管理者の責務とし

て環境整備を行うものでございます。

（３）成果指標としましては、令和７年度中

に福祉避難所に必要な資機材が12の特別支援学

校全てに配備されることとなっております。

最後に、事業期間は令和６年度でありますが、

資機材の入札手続等に時間を要することから、

年度内の完了が困難なため、明許繰越しをさせ

ていただくものであります。

最後に、「県立病院管理費」について御説明し

ます。

まず、予算額は12億396万9,000円であり、財

源は国庫支出金及び一般財源であります。事業

の目的としましては、地域の中核病院となる県

立病院が、民間の医療機関では対応が困難であ

る不採算医療などの高度で良質な医療を安定的

に提供することができるよう、給与改定や物価

高騰による影響額の負担軽減を図るものであり

ます。

（１）事業内容ですが、給与改定や物価高騰

の影響を受け、県立病院を取り巻く経営環境が

悪化しておりますため、緊急対策として増加し

た費用の一部を一般会計から負担するものであ

ります。

なお、この負担額につきましては、県立病院

事業点検プロジェクトチームでの検討結果を踏

まえ計上しているものでございます。

事業費としましては、①給与改定に伴う影響

分として４億2,117万7,000円であり、これは令

和６年度人事委員会勧告による給与改定に係る

影響額に対応するものとなります。また、②物

価高騰に係る影響分として７億8,279万2,000円

であり、これは令和６年度収支計画と決算見込

額において、材料費等の乖離額が生じておりま

すので、これに対応するものとなります。事業

の仕組みとしましては、県から病院局に対して

負担金を支出するものでございます。

最後に、事業の期間は令和６年度であります。

○新村指導監査・援護課長 お手元の資料の14

ページを御覧ください。

指導監査・援護課の補正予算額は、左から３

列目の補正額欄にありますとおり、2,673万1,000

円の減額補正であります。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目の補正後の額の欄にあ

りますとおり１億4,507万5,000円となります。

それでは、補正内容について御説明いたしま

す。

15ページを御覧ください。

まず、上から２つ目の（事項）社会福祉事業

指導費ですが、補正額の欄にありますとおり、444

万4,000円の減額補正であります。

主なものは、説明及び事業名欄２「社会福祉

法人運営体制強化事業」の416万9,000円の減額

補正であります。これは、複数の社会福祉法人

等が連携して行う地域貢献の取組を支援する国

の補助事業において、申請額が当初見込額を下

回ったことに伴い減額するものであります。

次に、下から２つ目の（事項）戦傷病者・引

揚者及び遺族等援護費ですが、補正額欄にあり

ますとおり466万2,000円の減額補正であります。

主なものとしては、説明及び事業名欄６、特

別給付金等支給裁定事務費の344万2,000円の減

額補正であります。これは、戦没者等の遺族に

対して支給される特別給付金等の裁定事務に係

る経費の執行残に伴い減額するものであります。

○徳地医療政策課長 お手元の資料16ページを

御覧ください。

医療政策課の補正予算額は、左から３列目の
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補正額の欄にありますとおり１億3,224万2,000

円の減額補正であります。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄にありますように44億391

万6,000円となっております。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

17ページを御覧ください。

下から２段目の（事項）救急医療対策費3,883

万3,000円の減額補正であります。主な内容は、

３の「医療施設スプリンクラー等整備事業」2,000

万1,000円の減額補正で、医療機関からの申請件

数が見込みを下回ったものであります。

次の（事項）地域医療推進費７億3,476万4,000

円の増額補正であります。主な内容は、２の「医

療提供体制整備事業」6,642万5,000円の減額補

正でございます。これは、国庫補助事業の内示

額が減額となったものであり、３の「中山間地

域の持続可能な医療体制構築推進事業」6,757

万9,000円の減額補正につきましては、中山間公

立医療機関の施設整備等補助の申請件数が見込

みを下回ったものであります。

次に、18ページを御覧ください。

４の「医療・福祉分野における物価高騰緊急

対策支援事業」９億30万円の増額補正につきま

しては、物価高騰対策として医療機関等へ給付

する支援金でございます。事業の概要につきま

しては、先ほど福祉保健課長が説明いたしまし

たので省略いたします。

次に、（事項）地域医療介護総合確保基金事業

費７億5,070万4,000円の減額補正であります。

主な内容は、１の（１）「地域医療介護総合確

保計画推進事業」５億6,819万円の減額補正で、

これにつきましては、地域医療構想の推進に係

る病床機能の転換等に必要な施設設備整備費用

の補助について、医療機関からの申請件数が見

込みを下回ったものであります。

次に、（13）の「救急医療体制における機能分

化・連携推進事業」4,209万円の減額補正につき

ましては、地域の救急医療体制に欠かせない医

療機関の機能強化を図るための必要な設備整備

の補助について、医療機関からの申請件数が見

込みを下回ったものであります。

次に、（15）の「医師の働き方改革推進事

業」7,712万円の減額補正で、これにつきまして

は、令和６年度からの医師の時間外労働上限規

制に向け、労働時間短縮に向けた体制整備に必

要な勤怠管理システムのＩＣＴ機器等の整備補

助について、医療機関からの申請件数が見込み

を下回ったものであります。

次の（事項）公立大学法人宮崎県立看護大学

費3,851万7,000円の減額補正であります。主な

内容は、１の運営費交付金2,686万円の減額補正

で、これにつきましては、看護大学の人件費及

び退職手当等が当初の想定より見込みを下回っ

たことによるものであります。

○本田国民健康保険課長 常任委員会資料の19

ページを御覧ください。

国民健康保険課の補正予算額は、左から３つ

目の列、補正額にございますとおり、一般会計

が11億5,389万4,000円の減額補正、国民健康保

険特別会計が59億392万1,000円の増額補正であ

り、一番上の段、一般会計と特別会計を合わせ

まして47億5,002万7,000円の増額補正でありま

す。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の列の補正後の額の欄にございますとおり、一

般会計が296億9,723万4,000円、特別会計が1,171

億6,334万2,000円となり、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の額は、一番上の段のとお
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り、1,468億6,057万6,000円となります。

以下、主なものについて御説明いたします。

20ページを御覧ください。

まず、一般会計についてであります。上から

２つ目の（事項）高齢者医療対策費につきまし

ては５億853万9,000円の減額補正であります。

説明及び事業名欄の１にあります「後期高齢者

医療財政安定化基金事業」は、県広域連合にお

きまして、財源不足が生じた場合に資金の交付

や貸付けを行う事業でございますが、広域連合

からの申請がなかったため３億3,820万7,000円

の減額補正を行うものではあります。

説明及び事業名欄４「保険基盤安定県費負担

事業」は、広域連合が低所得者等に対して行っ

た保険料の軽減分について、県が費用の一部を

負担する事業でございますが、当初の見込みを

下回ったため３億1,189万5,000円の減額補正を

行うものではあります。

次に、下から２つ目の（事項）国民健康保険

助成費については４億1,046万4,000円の減額補

正であります。

説明及び事業名欄の１「保険料負担軽減事業」

は、市町村が行う低所得者に対する保険税軽減

などの経費について、県が一定割合を負担する

ものでありますが、当初の見込みを下回ったこ

とにより４億1,046万4,000円の減額補正を行う

ものであります。

次に、一番下の（事項）特別会計繰出金につ

いては２億3,566万2,000円の減額補正でありま

す。

説明及び事業名欄の１、都道府県繰入金につ

いては、国民健康保険の保険給付費等の算定対

象額の９％の額を、県が法令の規定により負担

するものでありますが、当初の見込みを下回っ

たことから１億6,529万7,000円の減額補正を行

うものであります。

一般会計については以上でございます。

続きましては、21ページを御覧ください。

国民健康保険特別会計についてであります。

最初の（事項）保険給付費等交付金について

は28億3,687万8,000円の増額補正であります。

説明及び事業名欄の１、普通交付金の（１）現

物給付分は、市町村が医療機関等に対して支払っ

た診療報酬分につきまして、県がその全額を交

付するものでありますが、交付見込額が当初の

見込みを上回る状況となってきているため24

億5,551万3,000円の増額補正を行うものであり

ます。

次に、２の特別交付金の（１）市町村向け国

特別調整交付金は、結核・精神疾患の保険給付

費等、市町村における特別の事情に応じ、国か

ら交付される特別調整交付金を当該市町村へ交

付するものでありますが、交付見込額が当初の

見込みを上回ることから２億6,231万6,000円の

増額補正を行うものであります。

同じく、２の特別交付金の（２）市町村向け

国民健康保険保険者努力支援交付金は、市町村

が行う保険事業にかかった費用に応じ、当該市

町村に事業費等を交付するものでありますが、

交付見込額が当初の見込みを上回ることから１

億7,415万1,000円の増額補正を行うものであり

ます。

中ほどでございます。（事項）基金積立金につ

いては、国民健康保険財政安定化基金に財政運

営の安定化を図るため、社会保険診療支払基金

からの交付金や繰越金を積立てするものであり

まして32億9,288万9,000円の増額補正を行うも

のであります。

一番下でございます。（事項）償還金及び還付

加算金につきましては、国からの負担金等につ
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いて、昨年度以前の分を精算するものでありま

して6,655万7,000円の増額補正を行うものであ

ります。

○山内委員長 もうすぐ正午になりますので、

委員の皆様にお諮りいたします。残りの説明に

つきましては、本日の午後１時10分から始めた

いと思いますが、いかがでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 異議ございませんので、委員会

は午後１時10分から再開といたします。

暫時休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時７分再開

○山内委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

○島田長寿介護課長 常任委員会資料の23ペー

ジを御覧ください。

長寿介護課の補正額でございますが、左から

２列目補正額の欄にありますとおり23億6,441

万2,000円の減額補正であります。この結果、補

正後の予算額は右から３列目、補正後の額の欄

にありますように216億4,492万7,000円となりま

す。

それでは主なものについて御説明いたします。

24ページを御覧ください。

まず中ほどの（事項）介護保険対策費でござ

いますが３億1,318万4,000円の減額補正であり

ます。

主なものは説明及び事業名欄１の「介護保険

財政支援事業」15億9,785万3,000円の減額補正

でありますが、これは市町村が実施する介護保

険事業に対する県費負担金等で市町村の介護給

付費及び地域支援事業費の所要見込額が減額に

なったこと、また、市町村の予算に不足が生じ

た場合の財政安定化基金からの貸付金が不要見

込みとなったことなどによるものであります。

次に、説明及び事業名欄６の「医療・福祉分

野における物価高騰対策緊急支援事業」４

億6,082万5,000円の増額補正でありますが、事

業の内容につきましては先ほど福祉保健課長が

説明いたしましたので省略させていただきます。

次に、説明及び事業名欄７の新規事業「福祉

介護人材確保・職場環境改善等事業」８億3,217

万円の増額補正でありますが、事業の内容につ

きましては後ほどのページで御説明させていた

だきます。

次に、その下の（事項）老人福祉施設整備等

事業費6,765万2,000円の減額補正であります。

主なものは説明及び事業名欄１の老人福祉施

設整備等事業5,865万2,000円の減額補正であり

ますが、これは令和６年８月の日向灘を震源と

した地震及び台風第10号により被災されました

老人福祉施設等の復旧に要する費用の一部を助

成する事業におきまして、被災事業所がかけて

おられた保険の適用に伴い、補助金の所要見込

額が減額となったことなどによるものでありま

す。

次に、（事項）地域医療介護総合確保基金事業

費19億7,690万1,000円の減額補正であります。

まず説明及び事業名欄１の地域医療介護総合

確保基金積立金14億3,257万3,000円の減額補正

であります。この基金は地域における医療及び

介護の総合的な確保を図るため、国の交付金を

活用しまして、医療・介護施設の整備や従事者

の確保に関する事業を行っておりますが、基金

の対象となる事業の一部を国庫負担がより手厚

い国庫補助金へ振り替えたこと等に伴う減額補

正であります。

説明及び事業名欄３の「地域医療介護総合確
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保基金事業」５億4,672万円の減額補正でありま

すが、主なものとしましては、（２）の介護施設

等整備事業４億8,000万円の減額補正でありま

す。

この事業は市町村が指定いたします地域密着

型サービスなどの施設整備や開設準備経費等に

対する補助でございますが、当該補助金の活用

を要望していた事業者の整備事業の延期や辞退

があったこと等に伴う減額補正であります。

次に26ページを御覧ください。

新規事業「福祉介護人材確保・職場環境改善

等事業」であります。事業費はページの右上に

ありますとおり、長寿介護課と障がい福祉課を

合わせまして11億2,969万4,000円であります。

財源は、全額国庫で、国の総合経済対策による

全国一律の支援となっております。

まず、事業の目的ですが、介護や障がいサー

ビス分野の介護人材確保定着を図るため、賃上

げや職場環境の改善を支援するものであります。

次に、事業の概要を御覧ください。

（１）事業の内容ですが、①処遇改善等に要

する経費では、介護職員１人当たり５万4,000円

相当の額を補助することとしております。所要

額といたしましては、中段の表でございますが、

介護関係は対象職員数を約１万5,300人と見込み

まして、事業費は８億2,595万7,000円、障がい

関係は約5,440人と見込みまして、２億9,376万

円、合計で11億1,971万7,000円をお願いしてお

ります。

②支給事務費として、補助額の算定等の業務

委託に係る委託料等を計上しております。

（２）事業の仕組みでございますが、①は県

から社会福祉施設等へ補助、②は県から宮崎県

国民健康保険団体連合会及び民間企業へ委託す

ることとしております。

事業の期間は令和６年度としております。

○牧障がい福祉課長 常任委員会資料の27ペー

ジ、障がい福祉課のところを御覧ください。

障がい福祉課の補正予算額は、左から３列目

の補正額の欄にありますとおり５億7,863万円の

増額補正であります。この結果、補正後の予算

額は、右から３列目の補正後の額の欄にありま

すように191億504万4,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

28ページを御覧ください。

まず、一番下の（事項）障がい者自立推進費

６億8,821万4,000円の増額補正であります。

主なものとしましては、説明及び事業名欄の

１、介護給付・訓練等給付費3,030万3,000円の

増額補正であります。これは、市町村の申請額

が当初を見込んでいた額を上回ったことに伴う

増額であります。

次に、説明及び事業名欄の２、自立支援医療

費２億3,040万円の増額補正であります。これは、

過去の実績をもとに予算額を見込んでいたとこ

ろですが、実績に合わせ増額を行うものであり

ます。

次に、説明及び事業名欄３「地域生活支援事

業」552万9,000円の増額補正であります。これ

は、市町村が実施する障がい者が日常生活を送

る上で必要なサービスに要する経費への補助で

ありますが、国の内示額が当初見込みを上回っ

たことから所要の増額をお願いするものであり

ます。

次に、説明及び事業名欄の５「障がい福祉サ

ービス事業所施設整備事業」3,600万円の減額補

正であります。これは、グループホーム２事業

所分の整備を見込んでおりましたが、申請がな

かったことから減額するものであります。
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次に、説明及び事業名欄の６「医療・福祉分

野における物価高騰対策緊急支援事業」１

億3,044万6,000円の増額補正であります。これ

は、午前中、福祉保健課から説明がありました

が、障がい福祉サービス事業所に対し支援金を

給付するものであります。

それでは、29ページを御覧ください。

説明及び事業名欄の８、新規事業「就労継続

支援Ａ型事業所経営改善支援モデル事業」3,450

万円であります。こちらの事業の詳細につきま

しては、後ほど御説明いたします。

説明及び事業名欄の９、新規事業「福祉介護

人材確保・職場環境改善等事業」２億9,752

万4,000円であります。これは、先ほど長寿介護

課長から説明がありましたが、障がい福祉サー

ビス分野の人材不足への対応として支援するも

のであります。

次に、下から３番目の（事項）障がい児支援

費263万円の減額補正であります。主なものとし

ましては、説明欄の１、障がい児施設給付費2,722

万5,000円の増額補正であります。これは市町村

における障がい児通所給付費の負担額が見込み

を上回ることから所要の増額をお願いするもの

であります。

次に、３、「医療的ケア児等在宅支援体制強化

事業」1,035万9,000円の減額補正であります。

これは、県立こども療育センター内の宮崎県医

療的ケア児支援センターにおける医療的ケア児

等コーディネーターの配置について、当初、会

計年度任用職員の採用を想定しておりましたが、

再任用職員が配置されたことによる減額であり

ます。

また、重症心身障がい者を受け入れる施設へ

の設備等への補助事業について、申請が見込み

を下回ったことによる減額補正であります。

次に、説明欄の５、医療的ケア児等短期入所

拡大促進事業1,024万9,000円の減額補正であり

ます。これは、市町村が実施する医療的ケア児

を受け入れる短期入所事業所への助成に要する

経費の補助でありますが、今年度の実績見込み

に合わせた減額であります。

次に、７、障がい児等福祉対策事業114万4,000

円の増額補正であります。これは、軽度・中程

度難聴児に対する補聴器購入費助成について、

事業を実施する市町村の助成実績が当初見込み

を上回ることから増額をお願いするものであり

ます。

下から２番目の（事項）心身障害者扶養共済

事業費220万円の増額補正であります。これは、

年金受給開始対象者が当初見込みを上回ったこ

とに伴う増額であります。

一番下の（事項）こども療育センター費4,106

万6,000円の減額補正であります。主なものとし

ましては、県立こども療育センターにおける医

師・児童指導員などの会計年度任用職員の人件

費が見込みを下回ったことや、施設改修工事の

執行残等によるものであります。

続きまして、30ページを御覧ください。

新規事業「就労継続支援Ａ型事業所経営改善

支援モデル事業」でございます。

まず、事業費としましては3,450万円であり、

財源は全額国庫であります。事業の目的ですが、

生産活動が赤字の就労継続支援Ａ型事業所に対

して、設備の導入及び経営コンサルタントによ

る経営改善支援等を実施することで、県内Ａ型

事業所の脱赤字化を行うとともに、赤字から黒

字へ転換する経営改善のノウハウを収集するも

のであります。

次に、事業の概要ですが、直近の生産活動収

支が赤字であるＡ型事業所に対し、①生産性の
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向上等を図るための設備導入に要する経費を補

助率10分の10、１事業所あたり1,000万円を上限

に補助するとともに、②コンサルタントや税理

士、中小企業診断士等をＡ型事業所に派遣し、

経営改善指導を行うものであります。対象とな

る事業所につきましては、３事業所を予定して

おります。

事業の期間は令和６年度としておりますが、

これは国の補正予算を財源として実施するもの

で、事業期間に不足が生じるため、全額繰越し

をお願いしております。

○壹岐衛生管理課長 委員会資料の31ページを

御覧ください。

衛生管理課の補正予算額は、左から３列目の

補正額の欄にありますとおり、２億9,248万9,000

円の減額補正であります。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目の補正後の額の欄にあ

りますとおり15億6,135万2,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

32ページを御覧ください。

上から１つ目の（事項）動物管理費552万7,000

円の減額補正であります。主なものといたしま

して、説明及び事業名欄３の動物愛護センター

運営費209万1,000円の減額補正でありますが、

これは動物愛護センターに係る運営費の執行残

であります。

次に、その３つ下の（事項）食肉衛生検査所

費7,407万7,000円の減額補正であります。主な

ものといたしまして、説明及び事業名欄１、と

畜検査業務運営費3,724万円の減額補正でありま

すが、これは食肉衛生検査所における会計年度

任用職員の人件費等の執行残であります。

次に、説明及び事業名欄２の「食肉衛生検査

所維持管理事業」2,376万3,000円の減額補正で

ありますが、これは食肉衛生検査所に係る運営

費の執行残であります。

次に、説明及び事業名欄６の「食肉衛生検査

所機能強化事業」621万1,000円の減額補正であ

りますが、これは都農食肉衛生検査所建て替え

に伴う建設等業務委託の入札残等であります。

次に、その３つ下の（事項）生活環境対策費

１億6,485万2,000円の減額補正であります。

次の33ページを御覧ください。

主なものといたしまして、説明及び事業名欄

７の「生活基盤施設耐震化等交付金事業」１

億6,314万円の減額補正でありますが、これは市

町に交付している水道施設耐震化事業補助金の

交付額決定などによるものであります。

○德山健康増進課長 委員会資料の34ページを

御覧ください。

健康増進課の補正予算額は、左から３列目の

補正額の欄にありますとおり、２億6,997万5,000

円の減額補正であります。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目の補正後の額欄にあり

ますように34億3,034万4,000円となります。

それでは主なものについて御説明いたします。

35ページを御覧ください。

まず、上から２つ目の（事項）母子保健対策

費１億4,025万9,000円の減額であります。主な

ものは、説明及び事業名欄２の「安心してお産

のできる体制推進事業」で、これは県内の周産

期母子医療センターに対する運営費の補助につ

いて、国の内示額が予算額を下回ったことによ

るものであります。

次に、２つ下の（事項）小児慢性特定疾病対

策費2,700万円の減額であります。主なものは、

説明及び事業名欄１の小児慢性特定疾病医療費

で、医療費の公費負担見込額が当初の予定を下

回ったことによるものであります。
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次に、２つ下の（事項）歯科保健対策費2,163

万6,000円の増額であります。主なものでありま

す説明及び事業名欄１の新規事業「災害時歯科

保健医療提供体制整備事業」2,000万円につきま

しては、後ほど御説明いたします。

また、説明及び事業名欄３の「医療・福祉分

野における物価高騰対策緊急支援事業」522万円

は、先ほど福祉保健課より説明いたしましたの

で省略いたします。

次に、１番下の（事項）がん対策総合推進

費4,551万1,000円の減額であります。主なもの

は説明及び事業名欄２の「がん医療均てん化推

進事業」です。これは、がん医療の中心的な役

割を果たす医療機関に対し、必要な医療機器及

び施設の整備を支援するものでありますが、医

療機関からの機器整備や施設整備の支援要請額

が補助限度額に満たなかったことなどによるも

のであります。

次に、36ページを御覧ください。

下から２つ目の（事項）肝炎総合対策費6,604

万円の減額であります。主なものは、説明及び

事業名欄１の（１）「肝炎治療費助成事業」で、

医療費の公費負担見込額が当初の予定を下回っ

たことによるものであります。

続きまして、新規事業について御説明いたし

ます。

37ページを御覧ください。

新規事業「災害時歯科保健医療提供体制整備

事業」であります。本事業は国補正に伴う補正

となります。事業費は資料右上にありますとお

り2,000万円で、財源は全額国庫補助であります。

事業の目的でございますが、災害時において

適切な歯科保健医療提供体制を確保できるよう、

歯科保健医療活動の実施に必要な車両やポータ

ブルユニット、携帯型歯科用ユニット等の設備

整備を行うものであります。

次に事業の概要であります。（１）事業内容と

しましては、国庫補助金を活用し、県において

災害時歯科保健医療提供体制整備事業補助金を

創設します。（２）事業の仕組みとしましては、

宮崎県歯科医師会への補助を予定しており、

（３）成果指標は、１団体の設備整備補助とし

ております。

事業の期間は令和６年度としておりますが、

物品の納品等に期間を要することが見込まれま

すことから、明許繰越しで対応するものです。

本事業により、新たな災害に備え、円滑に歯科

専門職を被災地に派遣できる体制を整備するこ

とができるものと考えております。

○吉田薬務感染症対策課長 お手元の常任委員

会資料38ページを御覧ください。

薬務感染症対策課の補正予算額は、左から３

列目の補正額の欄にありますとおり１億4,277

万9,000円の減額補正でございます。この結果、

補正後の予算額は、右から３列目の補正後の額

の欄にありますように３億9,500万7,000円と

なっております。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。39ページを御覧ください。

上から２段目の（事項）感染症等予防対策

費7,681万6,000円の減額補正であります。主な

ものは、説明及び事業名欄６の「感染症指定医

療機関運営費及び施設・設備整備事業」1,630

万6,000円の減額補正で、これは県内にある感染

症指定医療機関に係る感染症患者発生に備えた

感染症病床の運営に要する経費であり、国庫補

助事業の内示額が減額となったことにより、当

該事業による補助を減額するものであります。

次に、説明及び事業名欄７の「結核・感染症

発生動向調査事業」3,986万7,000円の減額補正
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で、これはコロナゲノム解析の検査数の実績が

見込みを下回ったものであります。

次の（事項）新興感染症対策費1,089万2,000

円の減額補正であります。これは、抗インフル

エンザ薬、保健所向け個人防護具の入札に伴う

執行残等であります。

次に、一番下の（事項）薬事費1,827万5,000

円の増額補正であります。

主なものは、説明及び事業名欄３の「医療・

福祉分野における物価高騰対策緊急支援事

業」2,038万7,000円の増額補正ですが、これは

物価高騰対策として薬局へ給付する支援金でご

ざいます。

事業の概要につきましては、午前中、福祉保

健課長が説明しましたので省略いたします。

○増田こども政策課長 常任委員会資料41ペー

ジを御覧ください。

当課の補正額は左から３列目の欄のとおり８

億3,317万8,000円の増額補正であります。この

結果、補正後の予算額は右から３列目の補正後

の額のとおり194億2,840万4,000円となります。

それでは、補正の内容につきまして主なもの

を御説明いたします。

42ページを御覧ください。

上から２つ目の（事項）施設職員対策費１

億6,870万5,000円の減額補正であります。

補正の主な内容は、説明及び事業名欄の３「保

育士修学資金貸付等事業」１億6,668万4,000円

の減額によるものであります。この事業は、保

育士養成施設に通う学生に対する修学資金の貸

付け等を行うもので、国からの配分額が当初の

見込みを下回ったことによる減額であります。

次に、２つ下の（事項）少子化対策環境づく

り推進事業費１億6,330万4,000円の減額補正で

あります。

補正の主な内容は、説明及び事業名欄の３「男

性育児休業取得奨励金事業」１億690万9,000円

の減額によるものであります。

これは、奨励金を活用する企業数が当初の見

込みを下回ったこと等による減額であります。

次に、１つ下の（事項）子育て支援対策環境

づくり推進事業費8,431万円の減額補正でありま

す。

補正の主な内容は、説明及び事業名欄の１「子

育て支援乳幼児医療費助成事業」について、市

町村の所要額が当初の見込みを下回ったことに

よる減額であります。

次に、１つ下の（事項）教育・保育給付費10

億1,320万4,000円の増額補正であります。

主な補正の内容は、説明及び事業名欄１の子

どものための教育・保育給付費９億3,3 2 4

万9,000円の増額補正であります。これは、国の

人事院勧告に基づく人件費の増に伴い、給付費

の基となる公定価格の単価が改正されたことに

よる増額であります。

次に、説明及び事業名欄の５「医療・福祉分

野における物価高騰対策緊急支援事業」8,583万

円の増額補正であります。

これは、先ほど福祉保健課長より説明のあり

ました光熱水費や食材料費等の高騰の影響を受

けている保育所等に対し、支援金を給付するも

のであります。

次に、１つ下の（事項）地域子ども・子育て

支援事業費1,461万6,000円の減額補正でありま

す。

43ページを御覧ください。

これは、市町村が地域の実情に応じ、市町村

子ども・子育て支援事業計画に従って実施する

事業を補助するものであり、主なものといたし

まして、「一時預かり事業」や「放課後児童クラ
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ブ事業」において、市町村の所要額が当初の見

込みを下回ったことによる減額であります。

次に、上から２つ目の（事項）子育て支援対

策臨時特例基金３億1,694万9,000円の増額補正

であります。これは、安心こども基金で既に精

算確定している事業の残高を国からの指示によ

り返還するものであります。

次に、１つ下の（事項）児童手当支給事業

費6,310万6,000円の減額補正であります。これ

は、児童手当の支給に係る県負担金であり、支

給対象延児童数が見込みを下回ったことによる

減額であります。

次に、その１つ下の（事項）私学振興費1,069

万6,000円の増額補正であります。

補正の主な内容は、説明及び事業名欄の１

（３）「私立幼稚園特別支援教育経費補助事業」

において、補助対象となる施設数が当初の見込

みを上回ったことによる増額であります。

次に、１つ下の（事項）教育支援体制整備事

業費2,800万3,000円の減額補正であります。

主な補正の内容は、説明及び事業名欄の１「幼

児教育の質の向上のための環境整備事業」にお

いて、国の内示額が当初の見込みを下回ったこ

とによる減額であります。

○奥野こども家庭課長 常任委員会資料44ペー

ジを御覧ください。

左から３列目の補正額にありますとおり、一

般会計は２億1,949万9,000円の増額補正、下段

にあります母子父子寡婦福祉資金特別会計は845

万6,000円の増額補正で、一般会計と特別会計の

合計は、一番上の行にありますとおり、２億2,795

万5,000円の増額補正となります。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額にありますとおり、一般会計が72

億4,332万1,000円、特別会計が２億9,510万5,000

円となり、一般会計と特別会計を合わせまし

て、75億3,842万6,000円となります。

45ページを御覧ください。

一般会計について、主なものを御説明いたし

ます。

初めに、上から５番目の（事項）青少年育成

保護対策費1,519万4,000円の減額補正でありま

す。

主な理由は、青少年自然の家の施設や設備の

改修事業における入札等の執行残であります。

次の（事項）地域子ども・子育て支援事業

費2,090万7,000円の減額補正であります。これ

は、市町村が実施する児童虐待防止に資する子

ども・子育て支援事業を補助するものであり、

主に子育て短期支援事業、利用者支援事業など

において、市町村の所要額が当初の見込みを下

回ったことによる減額であります。

次の（事項）児童措置費等対策費５億4,260

万1,000円の増額補正であります。

主な理由として、説明及び事業名欄１の児童

入所施設等措置費ですが、これは保護が必要な

児童の児童養護施設等への入所措置や、一時保

護委託に要する費用を施設等に支出するもので

す。今回、国の単価改正や専任職員の加算申請

の増加、地域小規模児童養護施設等の施設の増

加等に伴う増額であります。

次に一番下の（事項）児童扶養手当等支給事

業費２億5,563万1,000円の減額補正であります。

減額の理由としましては、児童扶養手当の受給

者数が見込みを下回ったことによるものであり

ます。

次に47ページを御覧ください。

母子父子寡婦福祉資金特別会計ですが、（事項）

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費845万6,000円

の増額補正であります。これは、令和６年度の
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歳入予算における繰越金は、令和５年度の決算

剰余金となりますが、この剰余金の額について

決算の認定を受け、確定した繰越金の額が当初

の見込み額を上回ったことから、その差額につ

いて増額補正をするものであります。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

予算議案について質疑はありませんか。

○齊藤委員 資料42ページの少子化対策環境づ

くり推進事業費の３「男性育児休業取得奨励金

事業」のところで、当初の見込みを下回ったと

いうことですけれども、課としてはどのくらい

の数を想定されていて、結果がどのくらいだっ

たのか教えてください。

○増田こども政策課長 「男性育児休業取得奨

励金事業」につきましては、当初予算におきま

しては、奨励金として１社当たり60万円を計200

社に対して支給するということで、１億2,000万

円程度の額を予算として計上させていただいて

おります。

この60万円という金額の考え方なんですけれ

ども、基本的には男性の従業員の方が４週間以

上の育児休業を取っていただく場合に対象とな

ります。また、できる限り長い期間、育児休業

を取っていただくのがいいということで、国の

データ等におきましても、父親の育児の時間が

長いほど第２子以降につながる可能性も高いと

いうこともあり、育児休業を取る期間も我々の

希望ということも含めて、モデルケースとして

３か月間程度と設定させていただきました。そ

ういったケースですと、大体１社当たり60万円

になるものでございます。

200社についての考え方なんですけれども、宮

崎労働局の方で把握されている、育児休業を取っ

た場合に雇用保険から支給される育児休業給付

金の支給実績の直近のデータですと、男性が給

付を受けたのは、430人程度でございます。その

うち、過去の実績で言いますと、男性が育児休

業を１か月以上取得する割合は35％程度という

ことで、その430人程度掛ける35％に、ある程度

伸びることも想定した上で、大体200社と想定さ

せていただいたところでございます。

現在の状況で申し上げますと、奨励金の申請

があった企業数は30社程度になっておりまして、

先ほど１社当たり60万円というモデルケースを

お話ししましたが、40万円程度の実績となって

おり、実際の執行額は1,000万円程度となってお

ります。初年度ということもあって、事業自体

の周知や育児休業自体の普及啓発が、我々とし

てはもう１つ足りなかったのかなと反省してい

るところでございます。

来年度以降の話になりますけれども、まずは

関係団体、市町村だけでなく、県で実施してい

るいろんな事業とも連携しながら、しっかりと

周知に努めていきたいと考えております。

○齊藤委員 最後の説明の中で、周知の話があっ

たんですけれども、私が考えるに、東京など都

心部の大企業でしたら、こういった育児休業は

周知されていて当然のごとくなんでしょうけれ

ども、宮崎など地方都市の、公務員や特定の企

業を除いた中小企業では、こういうのが取りづ

らい雰囲気があるのかなと感じました。その辺

はどうですか。

○増田こども政策課長 「宮崎県こども未来応

援プラン」という計画─この２月定例会にも

議案として提出させていただいていますが、そ

のプランの検討をするに当たって、毎回ですけ

れども、県内の男女に対して意識調査を実施し

ております。その中で、育児休業についても質

問させていただいているんですけれども、御指

摘のように、なかなか取りづらい雰囲気や環境
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があるという声も確実に聞かれているところで

はございます。そういった声もしっかり受けて、

奨励金もですけれども、育児休業制度について

の周知にも努めていきたいと考えています。

○齊藤委員 アンケートの結果、育児休業が取

りづらいということですので、経営者側にこの

事業のことを訴えていかないと、この事業を知っ

て取りたい方が、いい制度だからやりたいなと

思っても、経営者の方が理解してくださらない

限りはなかなか難しいと思うんです。その辺も

ぜひ、次年度に向けて検討をお願いします。

○増田こども政策課長 男性の育児休業取得実

績自体は近年伸びてはきているところでござい

ます。令和５年度が大体36.4％という実績だっ

たんですけれども、今年度につきましては、ま

だ途中経過ではありますけれども、20ポイント

程度伸びるのではないかというお話をお伺いし

ているところです。

ただ、総数としては伸びているんでしょうけ

れども、企業・組織単位で考えないといけない

ところがありますので、おっしゃるように、管

理職の考え方というところから、しっかり普及

啓発に努めていきたいと考えています。

○山下委員 関連で、育児休業を長期で取るこ

とを勧めているわけですが、子育てを支援する

んだったら、子供は生まれたすぐより、後のほ

うが病気との戦いですよね。急に熱が出たり、

いろんなウイルスにかかったり、子供たちは小

学校に上がっても、病気との戦いが出てくるん

です。そのときに、親は有給休暇も消化される

んでしょうけれども、それ以外にも休みを取り

やすい環境も必要かなと思うんですよね。そう

いった考え方は議論したことがないんですか。

○増田こども政策課長 国においても、育児休

業そのものや、それに伴う給付制度の改善と併

せて、子供が小学校に上がるまでの間に病気を

したときの看護休暇など、必要な休暇制度改正

は行われているところです。どうしても国の動

きにある程度合わせるところはあると思うんで

すけれども、山下委員がおっしゃるとおり、生

まれた後のケアも大事であり、子育てをしやす

い環境づくりにつながる取組ですので、考えて

いきたいとと思います。

○山内委員長 関連で、男性の育児休業取得の

ための事業は、子供を産み育てやすい宮崎の目

玉事業かなと思っています。先ほどの御説明で

周知という話があって、齊藤委員からも経営者

の意識─経営者が取ってもいいよというよう

な環境がないとなかなか取りたくても取れない

という話もとても共感しています。

それから、４週間以上の取得が対象という御

説明があったと思うんですが、宮崎の中小企業

で男性が育児休業を４週間取得するというのは

ハードルが高いんじゃないかなという感覚があ

るんですけれども、その点はいかがでしょうか。

○増田こども政策課長 御指摘のとおり、例え

ば公務員や県内でも大きな企業であれば、ある

程度長期の育児休業を取得いただく余裕という

か、体力があると思うんですけれども、小さな

企業ではなかなか厳しいと思います。

ただ一方で、取得実績として伸びてはきてい

ます。先ほど申し上げたように父親が育児に参

画する時間が長ければという話もありますし、

よく言う義務的に取っただけとか、取らされた

りという言い方もありますけれども、行政側と

しては、方向性として、なるべく長期にという

のがあると思います。

経済的負担、心身の負担を含めて育児に伴う

負担を軽減するための取組を、いろんな角度か

ら二重、三重に行って、なるべく長期間の育児
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休業を取っていただくように取り組んでいかな

いといけないと考えています。

○山内委員長 すごく大事なお考えだと思いま

す。

目標200社に対して実績が30社というのは、と

てももったいない状況だと思いますので、今の

課長のお考えを大事にしていただきながら、例

えば、条件をもう少し緩くして、小さなスター

トから始めていくというような方法もあるのか

なと考えましたので、また御検討いただけたら

と思います。

○増田こども政策課長 今年度から取り組んで

いる当課の事業で、結婚支援のコンシェルジュ

という、市町村や民間企業団体が取り組む出会

いや結婚のための活動を支援する、コーディネ

ーター的な方を置いているんですが、その方が

いろいろ企業を回る中でも、この「男性育児休

業取得奨励金事業」が認知されていないところ

がまだ十分あるということなので、まずはしっ

かり周知、啓発に取り組んでいきたいと考えて

います。

○齊藤委員 資料10ページの「介護福祉士等養

成・確保特別対策事業」は、新規ではなく既存

でされているということですよね。

○久保福祉保健課長 既存の事業でございます。

○齊藤委員 この右下のほうの例、一番下の丸

のところで、合格してから資格登録をして継続

して５年、過疎地域は３年従事すれば返還免除

ということですが、この事業によって実際どれ

ぐらい成果が出ているのか、過去分を分かるだ

け教えてもらっていいですか。

○久保福祉保健課長 年度ごとの貸付者のデー

タはあるんですけれども、これを使った人が何

人残っているかというのは、すぐには出てこな

いかもしれません。

○齊藤委員 では、資料26ページの（１）事業

内容に、「１人当たり５万4,000円に相当する額

を補助」とあるのは、「５万4,000円を補助」で

はないのはなぜですか。

○牧障がい福祉課長 １月当たりの障害福祉サ

ービス報酬総額に国が定めるサービス類型別の

交付率を乗じることで、１事業所当たりの補助

が決定することになりますが、標準的な職員配

置の事業所で常勤の福祉・介護職員１人当たり

５万4,000円を計算して、合計金額を事業所に払

うという方法になります。

○島田長寿介護課長 長寿介護課でも同様の支

援を行うことになりますが、様々な類型の事業

所がございまして、介護保険施設とか訪問介護

とか、それぞれ人件費の割合が異なっている状

況がございます。具体的な算定方法としまして

は、１月分の介護報酬に施設ごとに割合を決め

まして、人件費が１人あたり５万4,000円上げら

れるような率を設定して、サービスごとに率が

異なっているということでございます。

ですから、介護報酬の場合は、１月分の報酬

に、多いところでは10％程度の率を掛けた金額

ということになりますが、押しなべてみると、

若い職員１人あたり５万4,000円相当の額になる

というものでございます。

○増田こども政策課長 先ほどの男性の育児休

業取得実績、今年度の見込みの数字について、

先ほど、昨年度と比べると20％伸びる見込みと

申し上げました。正確には取得者数の実数が前

年と比べて20％伸びているということになりま

す。

○久保福祉保健課長 先ほどの齊藤委員からの

御質問の件です。ざっくりの数字であれば把握

できましたので申し上げますと、「介護福祉士修

学資金貸付事業」は平成20年度から制度として
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実施しておりますけれども、これまでの総貸付

件数は452件ございます。

猶予中の方もいらっしゃいますし、免除になっ

た方もいらっしゃるんですけれども、返還され

た方─要するに介護職に就いていない方が71

名いらっしゃいます。15.7％の方が残念ながら

介護職に就いていらっしゃらないということで、

介護福祉士に関して、効果としては、猶予中の

方も含めて８割５分ぐらいという状況でござい

ます。

あと、社会福祉士にも修学資金の貸付けを行っ

ており、これまで92件の貸付けを行っています

けれども、34人の方が社会福祉士の資格を生か

す福祉職に従事されていないということで、こ

ちらは少し率が落ちまして、猶予中の方がいらっ

しゃいますが、63％の方で効果を得ている状況

でございます。

○山内副委員長 まず資料12ページの「要配慮

者避難生活環境改善事業」ですが、成果指標で、

令和７年には12施設に資機材を整備するという

ことですけれども、県のホームページを見ると、

福祉避難所はたしか304か所と載っていたと思う

んです。そのうち、県と書いてあるのは４か所

ぐらいしか見当たらなかったんですが、全体が

どのぐらいあって、12施設というのはどこなの

か教えてください。

○久保福祉保健課長 福祉避難所は、一般避難

所と違いまして、さらに円滑に利用できるよう

な体制が整っているところ、生活相談員みたい

な相談できる方がいらっしゃるところが、少し

一般の避難所と違うところでございます。

こういった福祉避難所の要件をしっかり満た

す、あるいは満たすであろうところにつきまし

ては、指定しているもの、それから市町村が協

定を結んでいるものを含めて315か所ございま

す。

今、県有施設で福祉避難所となっているのは、

特別支援学校のみであります。特別支援学校は

全部で12校あるんですが、その中の７校につき

ましては、福祉避難所として、市町村と指定な

り協定なりを結んで稼動しているところでござ

います。残り５校につきましては、今回備蓄し

ますので、こういう体制が整っていますという

ところです。話を聞くと、単に市町村と協議の

場にまだ乗っていないだけのようで、体制は整っ

ているということであるため、該当市町村には、

こちらから働きかけたいという状況でございま

す。

ということで、県有施設で福祉避難所となっ

ているのは、特別支援学校の12施設ということ

でございます。

○山内副委員長 特別支援学校の12か所という

ことですが、テントとか収容人数分を整備して

いく感じになるんでしょうか。

○久保福祉保健課長 なかなか考え方が難しい

ところでございまして、福祉避難所に入られる

方は、どうしても在校生─一般の避難所に長

くいるにはどうしても支障が起きる可能性があ

るということで、慣れた環境、あるいは相談で

きる人がいる環境でということで設けておりま

す。

積算上、プライベートテントと段ボールベッ

ドのセットを各校20個ずつ置くような形にして

おります。それから発電機やスポットクーラー

も整備するんですが、既に危機管理課の事業で

整備しているところもあります。残り10個につ

いて、２個ずつ置きます。５施設がまだ指定さ

れていませんので、５施設に配備するというこ

とで考えております。

折り畳みベッドとパーティション等について
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も、学校のキャパシティーの違いもあるもので

すから、配置できる必要数に応じて、それぞれ

２個であったり５個であったり10個であったり

という配置で考えているところでございます。

ユニバーサルトイレにつきましては、各校１個

ずつということで12個配備する内容でございま

す。

この積算に当たりましては、特別支援学校の

所管である教育委員会とも話をしながら、必要

な数を整備しようとしているところでございま

す。

○山内副委員長 確認ですが、テントが20個ず

つで、パーティションは必要な数に応じてとい

うことですか。

○久保福祉保健課長 パーティションは、それ

ぞれの学校で生徒数の規模が大分違うものです

から、多いところでは30個、少ないところでは10

個というように、少し差を設けて配備する計画

でございます。

○山内副委員長 収容人数というのは、面積に

応じて計算で出すことがありますが、既に指定

されているところも何人というのがあるので

しょうけれども、テントとかを配備することに

よって、面積を結構取るのかなと思うんです。

今までと違うことによって、収容人数を変更し

たり、そういったことも同時に行われるのです

か。

○久保福祉保健課長 例えば、体育館でどれく

らいであるとか、空き教室でどれくらいである

とか、学校によっては寄宿舎があるところもあ

りますので、見積りできる範囲で積算していま

すけれども、実際に配置するときは、また精査

して配置することになろうと思っています。

○山内副委員長 最後に、テントは少しずつと

いうことで、主に生徒が使うという話ですが、20

個を割り振る基準とかは、各施設での校長の判

断になっているのでしょうか。それとも、プラ

イベートのテントだったり、段ボールベッドが

使える優先度というのは何かあるのでしょうか。

○久保福祉保健課長 具体的に、ケースバイケ

ースで変わってくると思いますし、運用しなが

らになると思います。こういうケースではこう

いう配置の仕方とか、こういう生徒に関して優

先的にしなければいけないとか、現時点でこう

するというしっかりしたものがあるわけではご

ざいません。まずは配備・備蓄して、いろんな

シミュレーションをする中で検討していければ

と考えているところでございます。

○齊藤委員 資料26ページの「福祉介護人材確

保・職場環境改善等事業」の事業の目的を見る

と、「賃上げ及び職場環境の改善等」と書いてあ

ります。先ほど御説明いただいた１人当たり５

万4,000円に相当する額について、職員ではなく、

職場の環境改善に全額を充てても、これはいい

んですか。

○島田長寿介護課長 賃上げだけではなくて、

一定の職場環境の整備によって職員の処遇の改

善を図る取組をされる場合には、充てることが

可能になっております。

○齊藤委員 この補助を受ける事業所が、うち

は全額職員の手当てに使いたいとか、うちは職

員に渡さずに環境改善に使いたいとか、その辺

の選択ができるのかを知りたいのです。

○島田長寿介護課長 事業所のほうで決めるこ

とが可能です。要件に合致すれば職員改善に使っ

ていただくことになろうかと思います。

○齊藤委員 そうしたら、「うちの社長は私たち

の給料をこれだけ上げてくれたよ」というとこ

ろが出てくるし、「うちは一切そんなのなかった。

その代わり、職場の施設がよくなった」とか、
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そういったことになるということですね。

○島田長寿介護課長 人材確保のための職場の

働きやすさとか、環境整備を図るものでござい

ますので、例えば、介護助手を募集するための

経費であるとか、職員の資質向上を図るための

研修ですとか、働きやすい環境づくりに使用す

ることができることになっております。

○齊藤委員 悪い経営者がいたときに、経営者

が自分の報酬とすることなどを防ぐようなこと

はできるんですか。

○島田長寿介護課長 申請の際に、人材確保の

目的に使うという申請をしていただいて、それ

に対して計画をつくっていただいて提出してい

ただき、それに対して、交付決定を行うことに

なります。ほかの補助事業でも同じだと思いま

すが、虚偽であったり不正がございましたら、

相応の手続をとっていくことになろうかと思い

ます。

○坂口委員 随分前に特別養護老人施設を対象

にこういった事業をされていたことがあります

よね。全然賃上げにつながりませんでした。処

遇の改善と施設の改善は別個にしておかないと、

本来なら近い将来、自分のところで投資しなけ

ればならないものを対象に、いい機会だという

ことで、この事業の予算を使ってしまう。さっ

きからずっと聞いていて、少し甘いと思ったん

です。実際の賃上げですよね。あほらしくてやっ

ていられない、流す汗ともらう金が釣り合わな

いというのがあって、介護職員が不足してくる

実態を改善するためのものだから、ここはもう

少し何か条件をかませてあっていいような気が

するんですけれども……。これを投資に使われ

たのではたまらないですものね。

○島田長寿介護課長 これは全国一律の制度と

して、全国でこのような取組が行われることに

なってまいります。坂口委員がおっしゃられる

とおり、本来の目的以外に使われるようなこと

があっては、介護人材の確保につながりません

し、賃上げが非常に大事なポイントになってま

いります。この事業を国が経済対策として打ち

出したのも、いまだにほかの産業の事業者と比

べて、まだ賃上げを図る必要があるという認識

のもとにあるものですので、実績報告なり、そ

ういったところでもしっかり確認してまいりた

いと思っております。

○坂口委員 普通の事業所や企業で考えると、

こうやれば人が来るだろうなとか、こうやれば

生産性が上がるようになるというところは、自

分のところの投資ですよね。ロボット関係でも

工場の機械でも、介護職員が楽するから、この

人たちのためにやっているのだというのは、ど

うも理解ができないところがあります。

育児休業関係でも、例えば山下委員も当事者

だったけれども、酪農家が１年中旅行にも行け

ない、休みも取れないというので、「休んでくだ

さい。ラインが空いて、人がいなかったら、応

援派遣のヘルパーを出しますよ」というのがあっ

て初めて、休みを取れだしたのです。「休みなさ

い。休みなさい」と言っても取れはしなかった。

３人、５人のグループのところで、社長がいく

ら取れと言っても、先輩に３分の１の負担が増

えるということがあったり、あるいは公務員は

取りやすいと言うけれども、出先の事務所─

土木事務所なり農林振興局で、担当班は係長の

下に２人ぐらいしかいないのですよ。１人が休

んだら２人が出ないといけない。１人が病気に

なったら、やる人もいないのです。

だから、一番肝腎な肝がないような気がする

んですね。実績が30社しかなかったというけれ

ども、社長も取らせたいけれども、特に小さい
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企業群の多い宮崎あたりでは物理的に不可能な

ものがあるんじゃないかなという気がするので

す。せっかく公金を投入しているのに、両方と

も甘いなと思うんです。事業所で賃上げをいく

ら図れという場合には、直接的な投資をした方

がいいような気がするんです。

これはいい機会だと、設備投資などをかなり

行って処遇を改善しました。補助金をもらって

設備をよくしていって、よそとの競争に勝って

いくということになりそうな、それで終わっちゃ

いそうな気がするんです。国の制度でついた予

算だからしょうがないけれども、齊藤委員が言

われていた、すごく心配なところだと思うので

す。許される範囲内での指導は必要かもしれな

いですね。

○島田長寿介護課長 介護や障がいもそうです

けれども、ほかの補助事業も含めて、いろんな

分野で人材確保が非常に重要なテーマになって

おります。その分支援事業もいっぱいできてい

る実情でございますが、おっしゃられているよ

うな懸念も当然落としていかないといけない部

分であって、しっかり確認等しながら、人材確

保、あるいは職務改善につながっていくような

効果的な事業の実施に努めてまいりたいと考え

ております。

○坂口委員 人材確保の縛りが緩いので、職員

への投資と我が社への投資のどちらにでも使え

るのならというようなことが心配されるもので

すから、ぜひその辺は本来の目的はこれですと、

可能な限り指導をしっかりやっていってほしい

と思います。要望です。

○山下委員 人材確保の件ですけれども、資料10

ページで、先ほど齊藤委員からもありましたが、

この事業の補助金が原資となる６つの貸付事業

について、どれくらいの数が対象になっている

のか分かれば後でも教えてください。

それと、この事業は外国人材は対象にならな

いのでしょうか。

○久保福祉保健課長 外国人材は対象になって

おります。６つの貸付事業の実績は少しお待ち

ください。

令和５年度の貸付実績ですけれども、４名

に300万円の貸付けを行っております。

○山下委員 ４名で300万円ですね。どこの国か

ら来ている人ですか。

○久保福祉保健課長 確認しないと、国籍まで

はこの場では分かっておりません。

○山下委員 人材不足が半端じゃないのです。

今回の定例会でも、訪問介護事業についてかな

り問題になりました。農村社会における介護人

材は、かなりせっぱ詰まってきておりますし、

医療もそうですけれども、福祉事業も、農村社

会のほうでの差がどんどん開いてきているのが

現状です。宮崎県としては、地域社会を考える

中では抜本的なことも考えていかないといけな

いだろうし、外国人材に頼らないと、全分野が

駄目なのですよね。特定技能実習生制度も充実

してきましたから、外国人材の参入しやすい環

境づくり─福祉ですから介護人材が中心で

しょうけれども、その辺の考え方をお聞かせい

ただくとありがたいです。

○島田長寿介護課長 おっしゃられるとおり、

外国人材が今後の介護人材不足において、一つ

大きな役割を担っていただけるのではないかと

期待しております。また、令和６年度の新規事

業として、「外国人材マッチング支援事業」に取

り組んでおります。外国人材の受入れに興味が

あったり、やってみたいと思う事業者は比較的

多いと思っているのですが、手続が煩雑だとか、

どうしたらいいかわからないといったような声
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も聞かれますので、マッチングしていただける

事業者を県が委託しまして伴走型相談対応から

実際の受入れまでの一連の相談対応、伴走支援

をしていただくような事業に今年度取り組んで

おります。

外国人材も伸びてきておりまして、直近のデ

ータでいきますと─技能実習とか特定技能と

か全て入っておりますが、令和６年６月時点

で537名ほどいらっしゃっております。１年前と

比べると、約200名増えている状況ですので、今

後そうしたところを支援しながら、しっかりと

取り組んでいきたいと考えております。

○山下委員 ぜひお願いしておきたいのですけ

れども、今、外国人材の奪い合いが世界でも起

きているわけですよね。円安の中で、日本は有

利性が今はありません。そして、全国でも、様

々な業界で外国人材の奪い合いがかなり激しく

なっています。その中で人材確保に向けて、国

の事業だけに限らず、プラスアルファをつけた

魅力ある宮崎の発信の仕方、取組が必要と思う

のです。外国人材はスマホで情報を取り合って、

条件のいいところに常に移動していますから、

その辺の環境整備を具体的にやっていただくと

ありがたいと思います。

○島田長寿介護課長 非常に重要な視点と考え

ております。他国や国内でも競争になっており

ます。先ほど申し上げましたマッチング支援事

業でございますけれども、マッチング支援に加

えて、実際に海外現地に行きまして、送り出し

機関等にＰＲしてくる取組をやっております。

こちらは受け入れる介護保険事業者も一緒に

行って、ＰＲしていただくものでございまして、

本年度は４法人と一緒に、ベトナムに行ってま

いりました。事業者から好評を得ておりまして、

宮崎ならではといいますか、選んでいただける

ようなところをしっかりＰＲしながら、人材確

保に取り組んでまいりたいと思っております。

○山下委員 人材確保について、いろいろ事業

を組んでおられますけれども、指導監査につい

て指導監査・援護課もありますが、働く人たち

の給与改善につながるような指導になっている

のか。また、指導監査をされる中で、事業が有

効に使われているのかどうか、聞かせてくださ

い。

○島田長寿介護課長 指導監査は、介護保険法

に基づいて省令で基準が決められておりますの

で、そちらに沿った内容が中心になってまいり

ます。そういった中、事業所には集団指導とい

う形で、年に一度、介護保険制度の取組や新た

な改正事項など、様々な情報の周知、伝達等も

しております。

そういった場も通じまして、しっかりと取組

を進めていただけるように、周知、啓発を図っ

ていきたいと思っております。

○久保福祉保健課長 先ほど山下委員がおっ

しゃられました６事業の貸付件数と、返還に至っ

たもの、履行せずに返還したものについては、

この場で説明いたしましょうか。

○山下委員 資料の配付をお願いします。

○山内委員長 暫時休憩します。

午後２時26分休憩

午後２時27分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

山下委員から資料要求がありました件につい

て、資料は全委員へ提供ということでよろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○久保福祉保健課長 後日資料をお配りいたし

ます。
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○齊藤委員 資料37ページの健康増進課の新規

事業「災害時歯科保健医療提供体制整備事業」

は2,000万円を上限として設備整備団体数１団体

─恐らく歯科医師会だと思うんですけれども、

車１台、ポータブルユニット、ポータブルレン

トゲンがセットになっているものをイメージさ

れているんでしょうか。

○德山健康増進課長 これはあくまでも一つの

例であって、一式として示されているものでは

ありません。国から示されているのは歯科巡回

の診察車とか、歯科医療機器等を搬送するため

の移動車、機器等につきましては、ここにある

ようなポータブルユニットとか、浄水装置、発

電機、被災地で高温高圧で殺菌や滅菌を行うた

めの機器で、これをまとめてというわけではな

く、個別に、必要なものを選んでいただいて、

要求するという流れになっています。

○齊藤委員 そうしたら、この辺を想定してい

るということではなくて、これからという理解

でいいんですか。

○德山健康増進課長 予算を認めていただいた

後に、歯科医師会と相談させていただいて、今

は何が必要なのか協議させていただいた上で決

定していくことになります。

○山内副委員長 資料30ページの新規事業「就

労継続支援Ａ型事業所経営改善支援モデル事業」

は全額繰越しということですけれども、成果指

標は令和６年でゼロ件にするとなっているんで

すが、成果指標についてはどうなるんでしょう

か。

○牧障がい福祉課長 令和６年度中に３事業所

が赤字と考えておりますので、この事業を繰り

越した後に、令和７年度の終わりにはゼロに持っ

ていけたらと考えております。

○山内副委員長 現在どれぐらい赤字になって

いるのかは分かっているんでしょうか。

○牧障がい福祉課長 予算が決定しているわけ

でも、その上で事業所と相談しているわけでも

ありませんので、個別の案件の具体的な金額に

ついて、この場での御説明はしかねるところで

ありますけれども、少なくとも複数年赤字を計

上しており、経営的に問題があると認識してい

るところでございます。

○山内副委員長 個別ではなく、３事業所全体

でもよかったんですけれども、令和７年度だけ

赤字が解消されても意味がないと思うんです。

経営コンサルタントが入るので、成果指標につ

いても１年だけ見て終わりではなく、長い期間

見て、経営コンサルタントが入った意味がある

のか、そこまで見ないといけないのかなと思う

んです。

１年単位だと、補助金を出して、黒字化しま

したと、ごまかせる感じになってしまうので、

経営コンサルタントが入って、しっかり改善さ

れて数年間続いたか見る必要があると思うんで

すけれども、いかがでしょうか。

○牧障がい福祉課長 赤字事業所に限らず、就

労継続支援Ａ型事業所は毎年経営実態調査を

やっておりますので、その中でフォローアップ

をしっかりやっていきたいと思います。

また、今回の事業で、経営コンサルタントに

も入っていただきますけれども、持続性のある

といいますか、長く黒字が維持できるような体

質改善・経営改善を目指して指導をいただきた

いと考えております。

○新村指導監査・援護課長 先ほど、山下委員

から質問があった件で、長寿介護課から回答し

ていただきましたけれども、指導監査・援護課

でも施設に指導に入ったときには、給与規定と

か配分状況を確認して、従業員に周知されてい
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るのかというようなことも確認して、適正に配

分されていないときにはしっかりと配分するよ

う指導をしているところです。

○久保福祉保健課長 先ほど山下委員から質問

のありました、介護福祉士の貸付金の事業です

が、確認しましたら、４名の外国の方の国籍は、

全てフィリピンということでございました。

○山内委員長 次に、特別議案についての説明

を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○徳地医療政策課長 委員会資料の48ページを

御覧ください。議案第90号「特定目的基金の終

期を設定することに伴う関係条例の整備に関す

る条例」についてであります。

１の制定の理由でありますが、これは、国に

おいて基金の残高が積み上がり、活用されてい

ない基金の点検と見直し等が行われまして、県

においても基金の設置目的や今後の活用方針等

も踏まえ、県にあります11の特定目的基金に終

期を設定するため、関係条例の整備を行うもの

であります。

本議案につきましては、基金を所管する部局

が属する委員会への分割での付託となっており

ますので、福祉保健部が所管する２つの基金に

ついて、医療政策課が代表して御説明いたしま

す。

２基金の概要についてでありますが、医療政

策課所管の「医師・看護師等育成・確保・活用

基金」につきましては、医師、看護師等の医療

の育成・確保等により、地域医療における課題

の解決を図ることを目的に設置したものです。

終期設定の考え方でありますが、現在の基金

残高の状況や今後の活用見込みを踏まえ、令和11

年度を終期としております。

次に、こども政策課所管の「宮崎県安心こど

も基金」ですが、保育所の計画的な整備等、安

心してこどもを生み育てられる社会づくりを推

進することを目的に設置したものです。終期設

定の考え方でありますが、国において基金事業

の実施期限が延長されたことから、精算期間も

踏まえまして、令和12年度まで終期を延長する

ものであります。

３の施行期日でありますが、公布の日から施

行することを考えております。

○増田こども政策課長 資料49ページを御覧く

ださい。議案第91号「宮崎県幼保連携型認定こ

ども園の設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例」について御説明いたします。

まず、１の改正の理由ですが、幼保連携型認

定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営

に関する国の基準等の改正に伴い、関係規定の

改正を行うものであります。

次に、改正の内容ですが、まず、（１）副園長

又は教頭の資格要件に係る特例期間の延長につ

いてです。幼保連携型認定こども園では、副園

長または教頭は、幼稚園教諭免許状の授与と保

育士の登録の両方を受けた者に限られておりま

すが、令和６年度末まではいずれか一方を受け

ていれば副園長等として配置できるとする特例

が設けられているところです。今回の改正は、

この当該特例の期間を令和８年度末まで延長す

るものです。

次に、（２）食事の提供に係る規定の改正につ

いてです。栄養士法の改正によりまして、本年

４月１日より、管理栄養士養成施設の卒業者が

国家試験を受験する際、栄養士免許の取得が不

要となります。このため、幼保連携型認定こど

も園におきまして、園児に食事を提供するに当

たって、園外で調理し搬入する場合に求めてい
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る栄養管理指導など、「栄養士による必要な配慮」

について、今回、「栄養士又は管理栄養士による

必要な配慮」と改正するものであります。

３の施行期日ですが、（１）につきましては公

布の日、（２）は、本年４月１日となります。

○奥野こども家庭課長 委員会資料50ページを

御覧ください。議案第103号「訴えの提起につい

て」御説明いたします。

１、事件名は、貸金返還請求事件であります。

２、事案の概要ですが、宮崎県母子福祉資金

貸付金の償還滞納につきまして、借主等に対し、

再三にわたる支払を求めてまいりましたが、未

だに償還に応じないことから、借主１名、連帯

借主１名、連帯保証人２名の計４名に対し、償

還金等の支払いを求める訴えを提起するもので

す。

（１）修学資金のうち未収となっている債権

は60万2,000円ですが、これは、当初貸付84万円

を、平成３年６月に貸し付けたものです。（２）

修学資金及び修学支度資金の債権額は46万6,850

円で、当初貸付額49万8,000円を、平成５年３月

及び５月に貸し付けた案件であります。これら

を合わせまして、未収の元金債権額106万8,850

円と、それに対して発生する違約金を、訴訟対

象となる、借主（甲）、連帯借主（乙）、連帯保

証人（丙）及び（丁）に対し請求するものです。

３の経過及び理由ですが、借主（甲）は、償

還開始直後から滞納傾向にありました。このた

め、甲をはじめとする債務者に償還指導を繰り

返し行いましたが、償還は進まず、平成24年に、

借主（甲）から県に対して、司法書士を債務整

理の代理人とする旨の通知がありました。本来、

この代理人は速やかに債務整理の手続きを始め

るべきですが、全く手続きを進めませんでした。

このため、回収困難案件として、平成28年に

弁護士法人に債権回収を委託しましたが、弁護

士法人からの当該司法書士に対する問い合わせ

にも適切な対応はなく、一向に債務整理は進み

ませんでした。

また、連帯借主（乙）についても、弁護士法

人からの電話や郵便にも応答せず、不誠実な対

応が続いており、連帯保証人も同様の状況であ

ります。

訴訟対象者の中には、生活に苦労していない

と思われる状況の者もおりまして、県から償還

指導を長期間にわたって回避し続ける行為は悪

質性が高いと判断しております。よって、県と

しては、生活が困窮する中でも、誠実に償還し

ている借主も多数いる中で、これらの者との公

平性や社会的正義の観点から、訴えを提起する

ものであります。

○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

特別議案について質疑はありませんか。

○齊藤委員 議案第90号の２つの基金の創設さ

れた年度を知りたいのと、議案第91号の副園長

または教頭の特例は、いつから令和６年度末ま

でとされていたのか、その２点を教えてくださ

い。

○徳地医療政策課長 まず、医療政策課の「医

師・看護師等育成・確保・活用基金」の設置時

期につきましては、平成23年になっております。

○増田こども政策課長 「宮崎県安心こども基

金」につきましては、平成20年度になります。

議案第91号の幼保連携型認定こども園の設備運

営の基準に関する条例に規定される副園長等の

特例期間の始期ですけれども、しばらくお時間

をください。

○山内委員長 しばらくほかの質問をいただき

ます。私から、資料50ページの訴えの提起につ

いて、事案の概要の（１）の借主（甲）のケー
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スですが、司法書士も債務整理の代理人につい

ていたけれども、手続が進まなかったというの

は、借主側からの何か説明とか訴えとかも特に

もらえてないという状況なんでしょうか。

○奥野こども家庭課長 平成24年当時、本人か

ら、司法書士から通知がこちらに届きまして、

それ以降、細かい説明ややり取りはなかなか応

じてもらえない状況になります。

○増田こども政策課長 先ほど、御質問のあり

ました議案第91号の幼保連携型認定こども園に

係る条例改正の関係で、特例期間の始期ですけ

れども、平成27年度になります。

○山内委員長 ほかによろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 次に、その他報告事項について

の説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○壹岐衛生管理課長 新田原基地の井戸におけ

るＰＦＡＳの暫定目標値超過について御説明い

たします。

常任委員会資料の51ページをご覧ください。

まず、１の検出場所及び検出値等でありますが、

航空自衛隊新田原基地内の井戸の２か所からそ

れぞれ１リットル当たり210ナノグラム、560ナ

ノグラムのＰＦＡＳが検出されております。

採取日は令和７年１月14日、検査結果判明日

は２月７日であります。

次に、２、これまでの経緯であります。２月27

日に九州防衛局及び新田原基地から本県に対し

て、ＰＦＡＳの暫定目標値超過に係る情報提供

がございました。

これを受けて翌28日、県では影響の考えられ

る周辺地域の住民19世帯に対して新富町と連携

し、井戸水の飲用を控えるよう、飲用指導を実

施したところであります。

19世帯のうち、井戸水を飲用している世帯が

１世帯あり、この世帯では水道水は利用されて

おりませんでしたので、給水袋を配付し、井戸

水の飲用は控えるようお願いしております。

３月３日ですが、住民への健康被害が懸念さ

れるにも関わらず、検査結果判明から県への情

報提供までに期間を要していることから、九州

防衛局に対し遺憾の意を伝えるとともに、基地

内にある全ての検査未実施の井戸について検査

を行い、その結果について、速やかに情報提供

を行うことや、県が行う水質調査への協力等に

ついて要請を行いました。

当該要請の結果、昨日、３月５日、九州防衛

局から県に対して連絡があり、現在、基地内の

ほかの井戸の検査を実施するため、実施機関な

どを検討中である旨の回答があったところです。

３、今後の対応であります。まず、（１）とし

て、周辺地域における水質調査を実施いたしま

す。これは、県が、基地内井戸の地点からおお

むね500メートル区域内の地下水調査等実施する

ものであります。これについては、昨日、採水

を実施しており、後日、調査結果を県ホームペ

ージで公表いたします。（２）として、超過地点

周囲の井戸水利用者に対する飲用指導でありま

す。具体的には、（１）の周辺地域の水質調査で、

新たに、暫定目標値を超過した場合には、超過

地点を中心に周囲の地下水調査を半径500メート

ル程度まで広げ、調査を行うとともに、井戸水

を利用している住民に対し、情報提供や飲用を

控えていただくよう指導していくことになりま

す。

なお、基地周辺の各水道事業者においては、

ＰＦＡＳの検査を実施しており、水道水質の安

全性は確保されております。
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○山内委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○坂口委員 訪ねたいことが山ほどあるんです

けれども、まず１つは、専用水道という言葉の

定義はどんなものですか。

○壹岐衛生管理課長 専用水道といいますのは、

いわゆる自家水道ということになります。これ

は水道法の中で定義付けられており、水道事業

─いわゆる上水道ですとか簡易専用水道とは

別に自分で水源を確保して水道として利用する、

そういう一定の要件があります。具体的には、

給水人口が101人以上ですとか、１日の最大給水

量が20立方メートルを超えるような施設につい

ては、水道と同等の衛生管理基準ですとか、施

設基準が適用されるということで、航空自衛隊

新田原基地のものについても、専用水道に位置

付けられているものでございます。

○坂口委員 そうなると、原因の特定と改善策

が義務づけられている。そういう義務が法的に

課せられながら、こういう事実がありましたと

いうのを20日間も伏せていたということに対し

て、環境森林部の所管かもしれませんけれども、

そこに対するペナルティーなり行政指導なりを

やっているんですか。課せられている義務を怠っ

ているということで、こういう事実があったと、

環境管理課かどこか分からないけれども、そこ

に即報告がなければいけなかったのを20日間

放っているんです。これに対してどう考えられ

ますか。民間の企業がこんなことをやっていた

ら、県としてはそこにどう対応されますか。

○壹岐衛生管理課長 坂口委員がおっしゃると

おりでありまして、非常に問題であり、遺憾で

あると思っております。水道法による所管部局、

いわゆる許認可機関につきましては、国の施設

ということで、国土交通省が所管しております。

同内容の情報については、国土交通省にも既に

情報は連絡が行っておりますので、しかるべき

対応がされるのではなかろうかと思っておりま

す。

○坂口委員 その報告を受けた国土交通省から

県には何か言ってきたんですか。

○壹岐衛生管理課長 現在のところ、詳しい指

導内容ですとか、具体的な対応については、県

のほうでは把握しておりません。

○坂口委員 県は国土交通省に何かクレームな

り言ってないんですか。何か申し入れるだけで

すか。というのは、ＰＦＡＳやＰＦＯＳという

のは歴史が浅いんです。どんな健康被害がある

のかといったデータ収集を全世界がやっている

んです。

だから報告義務はかなり厳しい中にあると思

うんです。

国土交通省は把握したらすぐに「こういうこ

とだから周辺を検査しろ。飲用している井戸水

は止めろ」と県に言って、即、手配を取らない

といけなかったのに、20日間空いた後にやって

きて、県からも国土交通省に問合せてないんだ

ろうけれども、国土交通省もそれを言ってきて

ない。せめて国土交通省に、いつ報告があって

どういう指示を出したのか、なぜ国土交通省は

県に報告しなかったのか、整理しておかないと、

そんな姿勢じゃ県民の健康を守れないですよ。

○壹岐衛生管理課長 国土交通省に九州防衛局

が報告したのは２月27日、県への報告と同日で

ございます。国土交通省の九州地方整備局が水

道の所管をしております。県内にある施設とい

うことで、衛生管理課が九州地方整備局とやり

取りはしておりますけれども、同様に、期間を

要して遅いということは、所管している国も県

も同じような状況でございます。
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○坂口委員 国の所管事項であるにせよ、県民

の健康や命を守る責任、所掌は知事にあるはず

ですよ。知事はそれに対して何も動いてないん

ですか。防衛省に対して何を言ったか分からな

い。20日間遅れた理由を聞かないと改善につな

がらないです。20日間を伏せていた理由は何な

んですか。国に対しても伏せているところは、

自然じゃないです。他の省庁と違って、あれだ

け危機管理を徹底しなければいけない防衛省で

すよ。そこが、これだけの期間、伏せていたの

は、何らかの理由があるんじゃないかと思うの

が、ごく自然ですよ。県として、まずその理由

をたださないといけない。

○壹岐衛生管理課長 県が把握したことについ

て、すぐ二役におつなぎして、結果的に国に、

新田原基地の井戸水におけるＰＦＡＳの暫定目

標地超過について、知事名で要請文書をお送り

しました。健康リスクが懸念され、規制許可を

求める中、非常に遺憾であるということも文書

に記載して、以下３つのことについてしっかり

対応していただくよう依頼しております。

防衛省からの報告に20日間も期間を要した理

由につきましては、防衛省内での調整があり、

時間を要した、もう少し早く情報を提供すべき

であったということ、また、住民の不安を受け

止めて、今後の自治体との調査にはできる限り

協力したいというコメントも出されております。

○坂口委員 防衛省内の内部調整を図るべき事

案じゃないということです。これは一大事だと

いうことで、即、行政─まず新富町、それ以

前に県に、こういう事実があったと言う。内部

で、何を協議したのか。物すごく勘繰り深いか

もしれないけれども、たまたまこの頃に新田原

基地でＦ―35Ｂがやらないと言っていた垂直着

陸訓練をやり出すと騒ぎになった。自衛隊員が

汚れた水を飲まされていたという大変なことが

あったことをこれ以上伏せていくと、なおさら

我々の信用はなくなるぞ、騒ぎが大きくなるぞ

と、急遽情報を出したのかな。調整じゃなくて

表に出さない想定で伏せていくつもりだったけ

れども、表に出しとかないと大変だぞ、必ずば

れるぞと。あまりにも隊員が多いし、どこから

か漏れると、そういうことだったのかな。これ

は僕の勘ぐりです。それぐらい不信感を持って

います。

だから、内部調整のことは聞いてない。改善

策を含めて法律が報告を求めているのになぜ即、

報告しなかったんだ。改善策というのは自分ら

で井戸を深くしましたとかバケツで水をくみ上

げましたとかでは駄目です。しっかりとした科

学的な根拠に基づいた対策を講じなさいという

ことです。

当然、国土交通省にはすぐに報告して指示を

仰ぐべきです。県にもすぐ近隣の井戸水を止め

てくれと報告すべきです。これ以外に防衛局が

やるべきことは何もないです。なぜやらなかっ

たかというのを、知事は説明を求めているのか

ということです。これはゆゆしいことですよ。

我々が信頼しきらなければならない防衛省が

全く信用にならないし、防衛省は国民の命を守っ

てくれるのかという疑問が出てくる。僕が知っ

ている限り、あそこの新田原基地の隊員たちは

物すごくいいですよ。地元とも情報交換しなが

ら、交流しながらなんとか信頼を得て友好関係

を築いていこうとしている。ところがネクタイ

をはめた防衛局あたりの職員がこんなことを

やっていたら、信頼関係が崩れますよ。Ｆ―35

Ｂの騒動も大きくなります。これはお互いの不

幸です。

だから、知事は防衛協会の会長ならなおさら

令和７年３月６日(木)
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そこをしっかりわきまえて、「それじゃ駄目だ。

文書でこういったことを示せ。内部事情、内輪

もめなんか聞いてない」と。なぜ20日間も要し

たんだということを徹底してやる。500ナノグラ

ムなんていったら基準の11倍ですよ。1,000ナノ

グラムかもしれないです。駄目だったら県が検

査する、あなた方は信用ならないと介入してい

くべきです。希釈して持ってきたって分からな

いと。それぐらい県民の疑問、疑いは生じてい

るということです。

地元の坂口なんて全くお前のところ信用して

ないぞと、僕の名前を言われてもいいです。1,700

人を抱える僕の選挙地盤ですが、そんなの関係

ないです。徹底してやらなきゃ駄目です。知事

はその責任がありますよ。そこを求めたいとい

うことです。

ＰＦＡＳ、ＰＦＯＳとなると、発生原因は何

かということです。有機フッ素化合物というの

は科学的に分解しないと言われています。それ

が浸透していって分解もしない、変化もしない

まま地下水に混じったんだったら、天然由来じゃ

ないから、最初からそこにあるわけもないわけ

です。地表にあったものが浸透して水に入った

というほか考えられないんです。じゃあ、どこ

にあったものが浸透して、地下水に入ったとい

う経路をたどんなきゃ駄目です。水のｐＨを調

べるだけじゃ駄目ですよ。

だから、「そういったことはあなた方には無理

だし、信頼できないから、我々の言うとおりに、

どこの土を持ってこい、どこで何を使ったか報

告せよ」と。これはＰＦＯＳのほうだと聞いた

んです。そうすると、一番多いのは泡消火器だっ

て言われてるじゃないですか。ＰＦＡＳのほう

はプラスチック製品ということで、それをどこ

でどう使ったんだと。僕の記憶では、自衛隊で

泡消火器をよく使うんです。飛行場で飛行機が

燃えたときの泡と一緒で、物すごく現実味があ

る。何か使ったことはないか、ここで使ったと

なったら、それが浸透していった土壌です。

汚染されていれば、雨が降るごとに地下に浸

透していくんです。ましてや、地下に弾薬庫を

掘ったんですよ。かなり大きい空洞があるんで

すよ。その土はどこに持っていったんだ。たま

たまその土壌が汚染されています。それは管理

のほうに持っていかないと駄目です。近くの山

なんかに埋められたんじゃ、２次、３次と広が

る。だから、これは物すごく大きい問題です。

のほほんとやってたら駄目です。

物すごく言いがかり的に聞こえるかもしれな

いけれども、健康管理とか健康を守るという視

点から、これが必要だと環境サイドに言ってく

ださいという意味で言っていますが、どんな具

合に思われますか。これはゆゆしい事態です。

そして防衛省との信頼関係につながりますよ。

○渡久山福祉保健部長 私もこの報告を最初聞

いたときに、まずこの20日間という空白は一体

何なのかということで、本当に怒りを感じまし

た。まず浮かんだのは、あそこの周辺にあるお

茶畑、そこに暮らす人々の様子、私もよく行く

茶園とかありますので、そういう方々がどう心

配されるだろうかと、その20日間、この報告が

遅れた間、関係者はその人たちのことを考えな

かったんだろうかと非常にショックだし、これ

はしっかり伝えていかなきゃいけないし、県と

してできることは迅速に動かなければいけない

と思いました。

ＰＦＡＳについては、アメリカで最初に問題

提起をした弁護士さんがいらっしゃいまして、

企業がなかなか外に情報を出さないなか20年か

けて戦って、それが健康にいろんな影響がある

令和７年３月６日(木)
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ということを出していった本も読ませていただ

きました。被害を初めに告発してきたのは農場

の方でしたがその周辺の人たちの健康を守るた

めにということで、その弁護士さんがまさに弁

護士生命を懸けてしていたお話を読みました。

この問題に対して、我々が対峙していくとき

にはそういった思い、そして今、坂口委員から

もありました地元の不安といったものを受けて

対処していくべきところをしっかり県庁内で関

係部局と協議をして、対処していきたいと思い

ます。非常に重要な、大きな問題であるという

ことは、同じ問題意識を共有させていただきた

いと思います。

○坂口委員 確か西暦2000年だったと思います。

その弁護士がいろんな状況を見て、これは何か

あるぞということで私費を投じて、顧問契約も

打ち切られながら、まさに弁護士生命を懸けて、

このことをただしていかなきゃいけない、守ら

なきゃいけないというので、すごいエネルギー

を使ったと思います。ようやく今に来ているの

ですね。世界各国がこれは大変だという危機感

を持って、いろんな調査や分析を急いだから、20

年ぐらいの間にここまで進んでいるのですけれ

ども、これは物すごくゆゆしい問題です。

国を守るのための防衛省がこれを隠すことは、

何か恥ずかしいと思うんですけれども、本当に

ゆゆしきを通り越して情けないです。一方、先

ほど言ったようにＦ―35Ｂは、約束では垂直着

陸訓練をやらない、ほんの数回程度やらせてく

れというものが、馬毛島が遅れたからと─遅

れることは２年も３年も前から分かっていたの

です。こんな子供だましみたいなことをやって、

我々も防衛議員連盟を使って、一生懸命ぎりぎ

り、それこそシビリアン・コントロールのぎり

ぎりのところまでやっていますよ。自衛隊見学

の後、講演会みたいにしてついていくような、

そういったぎりぎりまでやっているのですよ。

日本の防衛というのは、シビリアン・コントロ

ールなので、本当は我々が上ですよ。そこらま

でやっているのに、なめるなという感じですよ

ね。お前ら何考えているのか、それで国守れる

のかと。

だから、この定例会中に本会議場を通じて知

事は少なくとも県民、あるいは新富町に、近隣

住民に対してしっかりと安心感を持ってもらう、

それだけの発言をする機会を議長に求めるべき

だというくらいの仕事だと僕は思っていますよ。

まだ未知数でピンところないかもしれないけ

れども、地下水に入ったら放っていれば横にずっ

と行くわけです。現時点の試験では、自然に消

滅することはない、化学変化を起こさない安定

した物質だということです。物すごく怖いです。

もう少し真剣に考えて環境サイドに、尻をたた

いてほしいです。

福祉保健部にここで言うことは、ある意味申

し訳ないと思うのですけれども、健康問題、安

全問題、そして、少子化対策も一生懸命やって

いますが、新富町以外でどこか異常が出たり、

何らかの影響が出たとなったら、結婚して新富

町に来て子供を産もうなんて考えていた人も逃

げちゃう可能性高いですよ。そこをもう少し真

剣に捉えて、徹底してやらないと、僕は許せる

問題じゃないと思っています。

まずは先ほど言った、20日間遅れたのは、しょ

うがない内部調整じゃないだろうと。それじゃ

我々納得できないというようなこと、知事は納

得されれば納得しました、よく分かりましたで

もいいんだけれども、そうなると知事がまた困

る立場になっていくと思うのです。僕は納得で

きない。そこは肝に銘じてというか、腹をくくっ
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てやってほしいです。

部長が思っていた以上に踏み込んだ答弁をし

てくださったけれども、ぜひ、県民の気持ちと

立場、そして守るべき健康というものをしっか

り胸に刻みながら対応してほしいと思います。

○渡久山福祉保健部長 改めまして、しっかり

環境サイドとも協議をして、県としての対応を

行っていきたいと思います。

○山下委員 極めてゆゆしい問題だろうと思う

のです。どれくらいの深さの井戸か分かりませ

んが、調べておられるのですかね。井戸２か所

の深さはどれくらいですか。

○壹岐衛生管理課長 深さについては把握して

おります。約60メートルとお聞きしております。

○山下委員 井戸で60メートル、わりと深いで

すね。１年に１メートル地下水が浸透していく

と僕も本で読んだことがあったのですが、今、

坂口委員が言われるように、地下水に入っていっ

たときに、これは消せないのです。だからひょっ

とすると、全体の地下水が、飲料水として不適

合になるかもしれません。これは基地だけの問

題じゃないのです。児湯郡全体的に地下水に入っ

てくると、大きな問題になるだろうと思うので

す。その辺の問題をしっかりと防衛省あたりも

認識しとかないといけない。そういう地域から

の意見を十分くみ上げる努力をすべきだと思っ

ているのです。ぜひ、善処していただくよう、

お願いしておきたいと思います。

○坂口委員 西都市、新富町で出たばかりの時、

最高値で110ナノグラムだった。あれは物すごく

変則的だったのですよ。ぽこんと110ナノグラム

が出た一方で、50ナノグラム以下のものが出て

基準を満たしています。また80ナノグラムが出

たり60ナノグラムが出る。それを特定できなかっ

たです。あれは多分ＰＦＡＳが主体だったので

しょうか。ＰＦＡＳの中にＰＦＯＳもあったと

思うのですけれども、これとの関連もまたやっ

ていかないと。あそこはもう特定できない、不

明だと言われたけれども、あまりにもおかしい

ですよね。あのあたりで今回500ナノグラムとい

う高いものが出た。国土交通省あたりも含めて

徹底した検査をやっていかないと、そこで暮ら

している者として、すごく不安です。将来が見

通せないです。

新田原基地の近くに昔は金の水、銀の水といっ

て物すごくきれいな水が湧いていたところが

あったのです。そこはもう使えないですよ。湧

き水で鮎とかヤマメとか養魚場まであったんで

すが、汚染されて、年間１メートルだか何メー

トルだか分からないけれども、だんだんこれが

消えていくまでには相当な時間を要します。だ

から早く手を打たせるということ。あそこは高

台で、物すごく深いのです。だけれども、逆に

言えば、高台を過ぎたところは、今度は横は一

ツ瀬川なので、伏流水なのです。だから怖い場

所です。そこはぜひ、危機感を持って、新富町

の新田原基地の隣で、井戸水を飲んでるぐらい

のつもりでやってみてください。

○壹岐衛生管理課長 先ほど山下委員から、井

戸の深さについての御質問がございましたけれ

ども、60メートルと答えましたのは、以前、県

の台帳に提出されていたものでございまして、

現在の井戸の状況については、県ではまだ把握

しておりません。

○山下委員 確認ですが、新田原基地は何か所

ボーリングしてあるのですか。

○壹岐衛生管理課長 以前、専用水道を設置さ

れたときには、県に届出がございまして、その

際には２つの井戸ということで提出されており

ます。現在は別途、新たな井戸ということになっ
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ておりますので、専用水道のものとしましては、

現在２つの井戸、新たな井戸となっております。

そのほかの井戸については、現在、雑配水と

して１つ井戸があるとお聞きしております。

○山下委員 知りたいのは、供給されている井

戸が何本あるのか、深さがどれくらいの井戸な

のか。そうなってくると、これは基地内だけの

検査結果ですよね。基地外はする必要はないの

か。民間の人たちに安心を与えないといけない

わけですから、その辺の申し入れというのはさ

れていないんですか。

○壹岐衛生管理課長 申し入れの中に、もちろ

んその内容がございます。基地内の全ての井戸

について検査をしていただくような要請を入れ

ております。

○山下委員 基地外の検査というのは、申し入

れはしていないのですか。

○壹岐衛生管理課長 基地外につきましては、

県の環境管理課が井戸５か所、河川２か所を検

査いたしました。

○山下委員 まだ結果は公表できないのですか。

○壹岐衛生管理課長 結果は、採取後３週間程

度かかるとお聞きしております。

○山下委員 最後ですが、どれくらいの深さの

ところを検査するのか、そこも改めてまた公表

していただくとありがたいです。

○山内委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

以上をもって、福祉保健部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時17分休憩

午後３時19分再開

○山内委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、３月７

日金曜日に行いたいと思います。

開会時刻は13時としたいのですが、よろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

本来であれば、採決後に御意見をいただくとこ

ろですが、今回は日程に余裕がございませんの

で、この場で協議をさせていただきたいと存じ

ます。

委員長報告の項目及び内容について御意見を

お願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後３時19分休憩

午後３時21分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで、御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上をもちまして、

本日の委員会を終わります。

午後３時21分散会
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午後０時59分再開

出席委員（７人）

委 員 長 山 内 佳菜子

副 委 員 長 山 内 いっとく

委 員 坂 口 博 美

委 員 山 下 博 三

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 齊 藤 了 介

委 員 井 本 英 雄

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 黒 田 真 紀

政策調査課主査 藤 原 諒 也

○山内委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、議案等の採決を行いますが、採決の前

に、賛否も含め御意見をお願いいたします。

暫時休憩します。

午後０時59分休憩

午後１時０分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第70号、第73号、第74号、第87号、第90

号、第91号、第103号につきましては、原案のと

おり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第70号、第73号、第74号、第87号、第90号、

第91号、第103号につきましては、原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上で委員会を閉会

いたします。

午後１時１分閉会

令和７年３月７日(金)
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